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はしがき

本研究は､平成11年度-12年度(2000･2001年度)に実施した科学研究費補助金(基盤

研究(c)(2)) ｢`日本型機械部晶産業発展モデル'とASEAN-の適応可能性｣に関する研究

成果報告書である｡

1997年､突然､アジア通貨危機がASEANを襲ったoその発生を予期できなかったこ

と､伝染効果の大きさ､その後の深刻な経済不況等､今回のアジア経済危機は多くの教訓

をわれわれに残した｡しかし､多くの議論が金融面に集中し､重大な面を見落としている

感がある｡それは､ AS EANの最終財組み立てに特化した経済成長路線の脆さである｡

今回の大幅な為替レートの下落は､ AS EAN諸国の輸出競争力の回復をもたらし､そ

れによってASEAN経済に安定と成長が戻ることが期待されたoしかレながら､貿易収

支は改善されつつも､それは主に大幅な輸入減によるもので､輸出の拡大によるものでは

なかったoその大きな原因の1つは､これまでのASEANの工業化が､まさに最終材組

み立てに特化し､部品産業の発展が遅れていることにあるo為替の大幅な下落によって高

価となった部材が輸入できず､したがって輸出も伸び悩んでいるという状況である｡もち

ろん､国内で部材の輸入代替が可能であれば何ら問題はないが､組み立て加工に比べると

部品産業はより技術集約的である場合が多く､短期的には容易ではない｡したがって､長

期的な視野に立てば､機械部晶産業の発展こそA S EAN経済の安定と成長に欠かせない｡

また､そのためには,これまで､機械部晶産業の発展に成功し､かつ､国際競争力を保っ

てきた日本の経験が有益であると考えられる｡

このような目的意識のもと､本研究は､まず第一に､日本の自動車産業の国際競争力の

源泉とされてきた組立メーカーと部品メーカーの緊密な企業間関係･取引関係の特徴をあ

きらかにし､それが､時間と空間を超えてどれだけ有益化か､検証してみる｡第二に､ASEAN

の中では特にマレーシアとインドネシアを取り上げ,それら諸国における部品産業の発展

度合い､ならびに､主に日本からの海外直接投資がこれら部品産業にあたえる影響を実証

的に分析した｡最後に,海外からの技術移転､ならびに､スピルオーバー効果が大きいと

される台湾のケースをとりあげ､ ASEANとの比較も試みた｡しかし､残念ながら､データ

の制約で,タイとフィリピンは実証分析に含めることはできなかった｡また､今回は､時

間の制約で､主に､自動車産業しか､その分析対象に含めることができなかった｡今後の

研究課題としたい｡

本報告書は､ 4編の論文を収録しているoその多くは､科学研究費補助金の支援を受ける

と同時に､ APEC研究センター(名古屋大学国際開発研究科･JmROアジア経済研究所)､

JETROアジア経済研究所､ならびに経済産業省経済産業研究所の研究プロジェクトに多か

れ少なかれ関連している｡上記の研究団体に対し､その名を記し､改めて謝意を表したい｡

名古屋大学大学院国際開発研究科
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工業統計ミクロデータを使用した日本の自動車部晶産業の分析一

海外直接投資､企業間取引と経済パーフォーマンスの関係を中心として

はじめに

これまで､日本の内外で､日本の自動車産業の研究が盛んに行われてきた｡
1つの流れ

は､日本の自動車産業の競争力の源泉に関する研究であるo
1970年代以降,自動車産業を

はじめとして日本企業の国際競争力が顕在化するにしたがって､その競争力を追求する研

究が盛んに行われるようになったoとりわけ,国際競争力のある部品産業の存在と日本の

独特な部品取引システムがその競争力の源泉としてとらえられ､内外の研究者の注目を集

めるに至った｡

もう一つの流れは､日本の自動車メーカーの直接投資に関する研究である｡
1970年代以

降､日本の自動車輸出が急増し､それが海外で貿易摩擦を引き起こす結果となった｡
1980

年代初頭､対米自動車輸出規制を余儀なくされ､その対応策として日本企業は､対米直接

投資に踏み切ったo完成車メーカーに続いて､多くの大手部品メーカーも北米に進出をし

た｡その結果､日本の内外で､日系企業のアメリカにおける経済パーフォーマンス､なら

びに､日本企業進出後のアメリカ自動車メーカーならびに米国の自動車産業全体の変化に

関する研究が盛んに行われるようになったo一方､国際競争力を持っ日本企業の大規模な

海外進出は､日本国内の産業の空洞化に対する懸念を引き起こしたことも事実である｡

本論文は､日本の自動車産業をめぐるこれまでの大きな2つの研究の流れの延長線上に

あるo本論文の目的は､まず第一に､日本の自動車産業の競争力の源泉の1つとされてき

た日本の部品企業が実際､どれほど､経済パーフォーマンスが高いのか､日本の工業統計

表の事業所レベルのデータ(ミクロデータ)を使用して検証することである｡

Oka皿OtO(1999)は､アメリカに進出した日系部品企業の北米での経済パーフォーマンスが

合弁も含めて米系サプライヤーに劣るという結果を得たo理由は､
2つ考えられるo lつ

は､日本の自動車産業の競争力の源泉が優良な部品企業群の存在にあるという仮説そのも

のがおかしいoもう1つは､労働市場､産業構造等がきわめて異なるアメリカでは､日本

の部品企業がもつ絶対的優位性が､依然､十分発挿されていない可能性があるというもの

である｡北米に進出した日本の部品企業のアメリカと日本における経済パーフォーマンス

を比較することで､その理由を探る.

第二は､日本の自動車産業の海外直接投資がいわゆる･空洞化現象,を引き起こしてい

るかどうかを探ることである｡海外直接投資が`空洞化現象,を引き起こしているかどう

かは空洞化現象の定義によるが､本論文では､国内で相対的により競争力を持っ企業ほど
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外部に進出し､その結果､国内におけるその産業が深刻な影響を被ることとする｡

第三は,特に日本の自動車産業の特徴とされる緊密で協調的な企業間関係の度合いと経

済パーフォーマンスとの関係を探ることである｡日本の自動車産業の競争力の源泉は､上

述のように､優良な部品産業の存在ならびに日本に独特な部品取引システム(通常､系列

取引と言われている)とされてきた｡しかし､日本の自動車メーカーと部品企業の間の関

係は､決して､一般に思われているほど一様ではない｡自動車メーカーと直接取引きがあ

る第一次部品企業と完成車メーカーの間の企業間関係にもかなり多様性が存在する｡先行

研究は､どちらかというと､国際比較を通して､日本の部品取引システムの特徴とその優

位性を導こうとするのが主流であったo 本論文は､日本の国内の部品企業の`多様性'に

着目し､自動車メーカーとの企業間関係のあり方がそもそも部品企業の経済パーフォーマ

ンスに影響を与えているかどうかについて検証する｡

なお､最初の2つの課題は第一部で分析をし､最後の課題は､第2部で分析をするo
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第1部 日本の自動車部晶企業の海外直接投資と経済パーフォーマンス

第1章 日本の自動車･部品メーカーによる海外直接投資の本格化1

第1節 日本の自動車メーカーによる対米直接投資

日本の自動車メーカーによる海外直接投資は､ 1980年代初頭､本格化した｡その要因は､

1970年代後半になって､輸出が急増したことによる貿易摩擦の激化である｡特に自動車の

対米輸出の急増は､アメリカ貿易全体の赤字額が拡大したこととあいまって､アメリカ国

内の自動車メーカー､部品メーカー､労働組合の貿易保護を求める動きに発展した[Ke皿ey

andFlorida(1993)】oしたがって､日本の自動車メーカーは､輸出以外でのアメリカ市場で

のシェア拡大をもとめることを余儀なくされたoこれが､円高とともに､
80年代の日本の

自動車メーカーによる対米直接投資の急増をもたらすことになった要因である｡
1982年の

ホンダ北米進出を皮切に､その後10年間の間に､日本の主な自動車メーカーはすべて北米

に組立工場を所有することになった｡

第1図は､日本からの乗用車対米輸出台数と日系自動車メーカーによるアメリカでの乗

用車生産台数の変遷をあらわしたものであるoこの図より､輸出自主規制を受けて､日本

の乗用車輸出が80年代に入り､横ばいから減少に転じ､かわって､ 82年より､直接投資に

よる現地生産が開始されたことがわかる｡日本の自動車メーカーによる対米直接投資はま

さに貿易と代替関係にあったといえよう｡

第2節日本の自動車部晶企業の対米直接投資

80年代は､日本の自動車メーカーに続き､部品企業も対米投資を開始した｡第1表は､

進出期間別にアメリカに設立された日系部品企業数(独資､合弁ともに含む)をあらわし

たものであるoこれによれば､ 70年代まではほとんど見られなかった対米進出も80年代

に入ると急速に増え､ 80年代後半そのピークに達したことがわかる｡部品企業のみの対米

投資額そのものは正確に把握できないが､ 80年代になってその対米直接投資が急増したこ

とは間違いないといえよう｡

ただし､日系自動車部晶企業が､少なくともアメリカにおいて､日系のみならず米系自

動車メーカーとの取引を広く開始したことは興味深い｡第2表は､アメリカで日本の部品

企業が所有する事業所(合弁も含め､ 377工場)がどの程度､アメリカの自動車メーカー

と取引があるかをあらわしたものである○この表より､系列を超えた取引関係がアメリカ

市場で構築されつつあることがわかる｡まず､平均すると,
1つの事業所につき釣3社の

自動車メーカーと取引を行っていることがわかる○さらに,日系メーカーのみならず､ア

メリカのビッグ･スリーとの取引を拡大していることが観察される｡少なくとも海外にお

ける部品メーカーのグローバル化を反映しているといえようo

1日本自動車産業の海外直接投資に関しては,岡本(1997､ 1999)が詳しい｡
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第2章 日本とアメリカにおける北米進出部品企業の経済パーフォーマンスの比較

第1節 日本の自動車部晶企業のアメリカにおける経済パーフォーマンス

Okamoto(1999)は､アメリカ統計局経済研究センターが作成した事業所統計表(事業所

レベルのミクロデータ)とELMInternational社が出版しているE甜Gu)'deDatabaseを

マッチングさせた後､
2 米系自動車部晶企業､日本独資による日系部品企業､ならびに日

米合弁部品企業の経済パーフォーマンスにおける比較を行ったo その結果､第3表のよう

な結果が得られた｡なお､第3表は, 1992年時点における比較である.

まず､日系企業の在庫比率は,合弁含めて､製造品在庫と半製品在庫比率において低く､

米系企業の平均値との差は統計的に有意になっている｡これは､日系企業が在庫管理をは

じめとして､徹底的に日本の生産･品質管理システムを北米でも導入しようとしているこ

とのあらわれであると言えるであろうo ただし､原材料在庫比率が高いため､全在庫比率

は米系企業とほぼ同じ水準となってしまっているoクスマノ･武石(1998: 152)が指摘す

るように､日系企業は､複雑で重要な部品や材料は輸入に頼っているため､少なくとも1992

年時点では原材料在庫比率が異常に高く出ていると考えられる｡

しかし､日系自動車企業の優位性の源泉とされてきた生産･品質管理システムは､ 1992

年時点では､まだ､生産性に顕在化されてはいない｡第3表にあるように､独資､合弁と

もに､一人あたり労働生産性(付加価値ベース)ならびに全要素生産性(TFP)において

米系より低く､しかもその差は統計的に有意であったo また､日系企業は米系企業に比べ

てプライス･コストマージンがきわめて低いという結果ともなっており､これは､日系部

品企業が北米では価格支配力にきわめて乏しいことを意味している｡

第2節 アメリカと日本における日本自動車部晶企業の経済パーフォーマンスの比較

1990年代前半は少なくとも､日系部品企業のアメリカにおける経済パーフォーマンスは

芳しくなかった｡それでは､これら企業の日本での事業所の経済パーフォーマンスはどう

なのであろうか｡同様に芳しくないのであろうか｡それとも､日本では､生産性等をはじ

めとして､経済パーフォーマンスは良好であるが､アメリカでは何らかの事情で低いので

あろうか｡

クスマノ･武石(1998)は､ケーススタディを通して､アメリカに進出した日系自動車

メーカーならびに部品企業は､様々な理由により､北米では日本と同等レベルの品質とコ

ストを達成できていないという結論を得たo本論文でも同様な結果が得られるであろうかo

Oknmoto(1999)と同様､本論文は､ ELMInternational社のデータベースから､まずは､

北米進出日系部品企業を抽出した｡その後､同リストと日本の工業統計表をマッチングさ

せ､ TFP (TotalFactorProductivity)レベルを除いて第3表と同じ項目について計算を試

みたo第4表はその結果であるo ただし,同表は､一人あたり生産額､一人あたり付加価

2マッチング作業は実際には､筆者個人ではなく､アメリカ統計局経済局センターによって

なされる｡したがって,具体的にどの企業が分析の対象に含まれたかは不明である｡
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倍額､ならびに労働者一人あたり資本装備額を,円またはドルで統一することは避け,そ

のかわりに､アメリカと日本における両価値を等しくする均等為替レートを計算している｡

その為替レートと1992年時点の実勢為替レート(1ドル-125円)を比較することで､日

米比較を試みているoつまり､もし､計算された均等為替レートの値が1ドル-125円を上

回る値(例えば､ 1ドル-140円になることをここでは意味する)であれば､日本の生産性

や資本装備額が高いことを意味するo逆であれば､日本の方が低いことを意味するo

第4表はきわめて興味深い結果を示している｡まず､生産性指標であるが､一人あた

り生産額でも､一人あたり付加価値額でも､均等為替レートの借(1ドル-200円前後)は､

1992年の実勢為替レート(1ドル-125円)を大きく上回っている｡これはとりもなおさ

ず､日本での事業所の生産性レベルが同じ企業のアメリカ事業所のそれよりもかなり高い

ことを示唆している｡また､在庫比率も日本での事業所の方がはるかに低く､日本の生産･

品質管理システムのアメリカ-の完全なる移管には時間がかかることを示唆しているoさ

らに､プライス･コストマージンも､日本の事業所の方がはるかに高いo本結果は､クス

マノ･武石(1998)論文を裏付ける結果となっているoつまり､日本の自動車メーカーの

高い国際競争力の源泉とされてきた日本の部品産業の絶対的優位性は存在しうるが､北米

では十分発拝されてきていない可能性があることを意味しているといえよう.

第3節 北米における日系部品企業が直面する問題

それでは,何故､日本の部品企業の絶対的優位性が北米では発揮されにくいのであろう

かoまず､単純に自動車産業では､学習効果が環れるまでに特に時間がかかるということ

が考えられるo部品メーカーが北米に投資を本格的に開始したのは､1980年代後半であるo

自動車およびその部品の製造には､きわめて複雑な工程と各企業の緊密なるコーディネー

ションが不可欠である｡したがって､ 90年代前半では､まだ環境が十分に整っていなかっ

たということが考えられる｡ 3

第2の理由は､クスマノ･武石(1998:171)があげているように､日本の品質･コスト

の水準を満たす二次部品メーカーをみつけるのがむずかしいということが考えられる｡第4

表が示すように､部品企業の日本でのアウトソーシング比率は､アメリカの日系事業所の

3日本自動車部品工業会(2000:27)によると､北米の日系部品企業の累積黒字企業の比率
が､ 94年ではまだ36パーセントであったものが､ 95年では42パーセント､ 96､ 97年で
は46パーセント､ 98年では50パーセントまで上昇してきている｡これは､北米における
景気がこの時期､きわめて良好であったこともあるが､日系企業の学習効果の表れととる

ことも可能であろう｡ただし､ Fourin調査月報(No.162) 1999年2月号のデータを使用
して､ 97年度における大手30社の北米と日本国内の営業利益率を比較すると､平均では,

それほど差異はないものの(依然､日本のそれの方が高いが)､ばらつきが北米でかなり見

られる｡つまり､同じ企業群でも日本では､ある程度どの企業も同程度の営業利益率をあ

げているのに比べ､北米では､良好な成凍を収めている会社とその他の会社のばらつきが

きわめて大きい｡つまり､学習の効果のみでは､ 92年時点の北米における日本の部品企業
のパーフォーマンスの悪さをすべて説明できないといえよう｡
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それに比べてきわめて高くなっている｡これは､日本の自動車産業の産業構造が自動車メ

ーカーを頂点としてピラミッド型になっていることをあらわしているといえよう｡日本で

はピラミッドの上に位置する企業はたとえ部品企業といえども､部品の製造をすべて自前

で行うというよりは､できるだけ､第2､ 3次下請け企業といった外部から調達をする構

造になっている｡したがって､そのような産業構造になっていないアメリカで換業すると

いうことは､すべてを輸入することが現実でない限り､内製化せざるをえなく､分業の利

益があげられないといえよう｡

第3の理由は､アメリカ操業に際し､日本部品企業が選択した戦略に問題がなかったか

どうかということである｡第4表にあるように､労働者一人あたり資本装備率が日本と比

べるとアメリカでかなり大きくなっている｡これは､日本の部品企業がアメリカでは､労

働者よりもより資本設備を投下して生産する選択をしたことを示唆している｡しかるに､

北米では､部品産業の最新設備を効率的に稼動して維持する能力に長けた熟練労働者が不

足している(クスマノ･武石1998: 171)｡したがって､少なくとも当初は､導入する技術

において､日本の部品企業の選択にも問題があったのではないかと考えられる｡

第3章日本の自動車部品企業の海外直接投資が日本経済に与える影響

第1節 海外直接投資理論と投資元国の経済厚生

1980年代前半､ドル高を背景として､アメリカの多国籍企業の海外進出が大規模に進ん

だ｡その結果､国内空洞化論が大きな議論の的となった｡アカデミックな研究においても､

それまではどちらかというと､海外直接投資の決定要因や投資先国におけるメリット､デ

メリットについての議論が中心であったが､海外直接投資の規模が大規模化し､国内空洞

化論が叫ばれるようになると､投資元国に対する影響についても関心が向けられるように

なった｡

ただし､経済理論からだけでは､海外直接投資が投資元国の経済厚生に与える影響は､

明確ではない｡小島(1985)は､日本の直接投資は､どちらかというと､国内では比較劣位化

しているが､相手国では比較優位をもちっっある産業におこるため､直接投資は順貿易志

向的となり､投資先国､投資元国双方にとって､経済厚生があがると主張した｡本理論に

おいては､直接投資は投資元国にとっても利益をもたらすことを示唆するが､自動車産業

のように､強い国際競争力を保持するがゆえに貿易摩擦に発展し､当初はやむなく海外直

接投資を開始した産業にあっては,本≡哩論があてはまらないことはいうまでもない｡日本

の自動車産業の海外直接投資に関しては､むしろ､ダニング等の経営資源優位説や内部化

理論の方がむしろ説明力がある｡ 4 ただし､後者の理論の場合､海外直接投資が投資元国

にもたらす影響に関しては明らかな答えは得られない｡実証的に､その影響を探るしかな

いといえようo

4 D血ng(1993)等が詳しい｡
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第2節 日本の自動車部晶産業における北米進出企業と非進出企業との比較

日本の自動車部晶メーカーの海外進出が日本の経済厚生水準にどのような影響をあたえ

るかどうか､厳密に図ることはきわめて困難である｡しかし､少なくとも､自動車産業の

ように､国際競争力があるがゆえに貿易摩擦が直接投資の契機となり､投資が貿易を代替

し､国内生産が低下する場合､国内に対する影響を無視することはできない｡また､もし､

日本の部品産業の中で特に技術面､コスト面､品質面で相対的により優れた企業が大規模

に海外に進出しているとすると､直接投資が投資元国に対して不利益を与える可能性も否

定はできない｡

本論文では､日本の部品産業に属する企業を北米進出企業と非進出企業の2つに分類し､

その企業の経済パーフォーマンスを比較することで､部品メーカーを含めた自動車産業の

海外進出の日本経済に対する影響についてひとつの考察を加えることとする｡

第5表は,日本の部品企業を北米進出組みと非進出組みに分けて､日本国内での経済パ

ーフォーナンスを比較したものであるo 5 北米進出企業は､第一次部品メーカーが中心と

なっているため､非進出企業に比べると､いっの時点においても､企業規模が大きく､よ

り資本集約的であり､したがって､一人あたり国内生産額ならびに付加価値生産性は高い

という結果が出ているoまた､通常､第一次部品メーカーは部材の外注比率が高く､よっ

て､アウトソーシング比率も高いという結果が出ているo

興味深いのは､ 1981年時点では､必ずしも､ TFPレベル､在庫比率､ならびに､プライ

ス･コストマージンでは､両者の間に差が認められないということである｡つまり､ 81年
当時においては､規模の違いによって､雇用者数,一人あたり生産額､付加価値額､なら

びに資本装備率において明らかに差が認められるものの､効率性とか生産管理システムに

おいては､両者の間に統計的な差異は見られない｡しかし､ 96年になると､規模の違いの

みならず､ほぼすべての面において両者の間の差が明確に表れるようになる｡

さらに､重回帰分析を用いて､ 81年から96年までのTFP年平均成長率においても､両

者の間に統計的に差異が存在するかどうか検討を加えた｡なお､回帰分析には､下記のよ

うな(1)式を用いた｡

年平均TFP成長率J-α0 +
α1*(1981年時点のTFPレベル∫ )

α2★(生産額成長率) + α3* (資本装備増加率)･)

α4 *(企業規模J + α5'(北米ダミー)+EL･ (1)式

5第5表では､ ISIC3113に属し, 1981年から96年まで16年間連続してデータが取得で
き､しかも､生産､雇用､貸金､土地を除く有形固定資産等の主な変数のデータが入手で

きる事業所に限って分析を行っているoなお､ TFPレベル､ならびに､ TFP成長率を含め
て､それぞれの項目の詳しい説明は､補論で行っている｡
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各事業所のTFP成長率は､後発性の利益が存在するとすれば､観察時期の初期時点のTFP

レベルが低ければ低いほど､ TFP成長率が高くなると考えられる｡したがって､他の条件

が一定であれば､ α1 <0であると予想されるo また､ TFP成長率は,通常､成長が著

しい産業ほど高く､ α2>0であると考えられる｡さらに､労働者一人あたり資本装備額の

伸び率が大きいほど､より最新の技術が導入されていると考えられ､ TFP成長率の伸びも

高いと予想される(α3>0)o企業規模をコントロールするために､雇用数(自然対数)

も(1)式に含めた｡最後に､様々な条件をコントロールしてもなおかつ､北米進出組み

と非進出組みの年平均TFP成長率おいて統計的に差異がみられるかどうか検討するため､

ダミー変数を加えた｡北米進出企業の場合､ダミー変数を1とし､それ以外を0とした｡

もし､北米進出企業のTFP成長率が統計的に有意なほど高ければ､ α5> 0であると予想さ

れる｡

第6表は､その結果を表したものである｡資本装備額増加率と企業規模を除いて､仮説

どおりの結果が得られた｡ TFP成長率は､初期時点でレベルが低い企業ほど成長率が高く､

また､生産額の伸びが高いほど､ TFP成長率も高いという結果が出た｡また､ 1981年から

96年までの間のTFP成長率において､北米進出企業は､非進出企業に比べ年平均で約0.5

パーセントほど高いという結果が出た｡

この結果だけを用いて､日本の部品産業の海外直接投資の経済厚生に関して結論付けら

れないが､海外-進出している部品企業はそれ以外の企業に比べて明らかに､規模のみな

らず技術レベルも高く､技術進歩も早い｡しかも､自動車産業の海外生産は輸出と代替的

関係にあり,補完関係ではない｡したがって､日本の産業全体の競争力を維持するために

は,日本経済のより一層の合理化と高付加価値産業-の転換を図っていく必要があるとい

えようo
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第2部企業間関係･取引形態と自動車部晶企業の経済パーフォーマンスの関係

第1章 日本における自動車産業の企業間関係と取引形態の特徴

これまでの先行研究では､日本の自動車産業の国際競争力の源泉は､品質､コスト､納

期いずれにおいても高いパーフォーマンスをあげてきた部品企業の存在と､それと不可分

の関係にある日本独特の取引システムにあるとしてきた｡ 6藤本(1997:42)は､日本のサ
プラ-ヤー･システムは､製造における外製率の高さ､

7少数サプライヤー間の有効競争
とならんで､長期安定的な継続取引を大きな特徴の1つにあげている0

8また､特に第一
次部品メーカーは､資本参加､役貞派遣､経営指導など､系列自動車メーカーから強固な

支援を受け､両者の間には緊密な関係が存在する場合が多いとするo

もちろん､これまでの理論･実証両側面からの研究により,日本の安定的で協調的な企

業間関係が少なくとも自動車産業の成長期においてある一定の役割を果たしてきたことは

明らかであろうoしかし､このような取引システムは､時間､業種､地理的空間を越えて､

どこまで普遍的なものであろうかo最近の延岡(1997)の研究では､企業間の協調的な関

係は重要であるとしつつも､コスト競争環境が一段と厳しくなり､また､迅速な技術変化

を求められる状況下において､経営の多角化や納入先の多様化が部品企業のパーフォーマ

ンスをよりよくするものであるという結果が得られている｡

また､よく外国において誤解をされがちな日本の取引システムのイメージとは異なり､

日本の自動車産業においても､自動車メーカーと部品企業との間に､
1対1の排他的な相互

関係が存在しているというものでは決していない(クスマノ･武石1998:
182)｡実際､自

動車メーカーの資本参加率や特定の自動車メーカー-の納入依存度という側面から見ても､

日本の部品企業間にもかなり多様性が見られる｡本論文の第2部では､自動車メーカーと

日本部品企業のこの`多様性'に着目して､企業間関係･取引形態が部品企業の経済パー

フォーマンスに対して一義的な影響を与えうるものかどうか､検証をする｡なお､分析の

対象は､自動車メーカーと直接的な取引があり､詳細な資本や取引関係のデータが存在し､

かつ,自動車部晶売上高が全売上高の5 0パーセント以上を占める第一次部品企業のみと

したo

第2章 分散分析を用いた企業間関係･取引形態と日本自動車部晶企業の経済パーフォー

マンスの分析

第1節 日本自動車部品企業の分類

6これまでの日本自動車産業のサプラ-ヤー･システムに関する研究については､藤本･西

口･伊藤編(1998)の各論文を参照｡

7本論文の第1部においても､日本におけ~る事業所のアウトソーシング比率の高さは検証さ
れている｡

8自動車メーカーとの長期安定的で継続的な取引が関係特殊的投資と技術革新-の強いイ

ンセンティブとなる(伊藤1997:75)a
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まずは､日本の第一次部品企業をいくつかのグループに分類する｡クスマノ･武石(1998)

は､自動車メーカーの資本参加程度に着目して､日本の第一次部品企業を分類しているo

自動車メーカーの資本参加率20パーセント以上を系列企業､それ以外を独立系企業としたo

確かに､上述のとおり､自動車メーカーと第一次部品会社の間には､資本関係をはじめと

する緊密な関係が存在し,自動車メーカーによる部品会社-の資本参加率はその度合いを

あらわす1つの指標と考えられる｡しかし､資本関係のみが企業間関係の緊密性や協調性

を決定するものとは考えにくい｡事実､資本関係がなくても､特定な自動車メーカー-の

納入依存度がきわめて高い部品企業も多く見受けられるo また､反対に､特定の自動車メ

ーカーからの資本参加があっても､取引先がかなり多様化している企業も存在する｡

したがっ七､本論文は､自動車メーカーと部品会社の緊密性･協調性を表すと考える指

標として自動車メーカーからの資本参加率と特定なメーカー-の細入依存度の2つに着目

し､自動車部晶企業を以下のように､ 4つに分類した｡

第1グループ:特定の自動車メーカーの資本参加率が20パーセント以上で,その特定な

自動車メーカーの専属部品サプライヤーになっている企莱

(系列系専属部品企業)

第2グループ:特定な自動車メーカーの資本参加率が20パーセント以上あるが､ 2社以上

の自動車メーカーと取引がある企業(その他の系列系部品企業)

第3グループ:特定な自動車メーカーの資本参加率は20パーセント未満または0であるが､

その特定なメーカー-の納入依存度が30パーセントを超える企業

(非系列系･依存型部品企業)a

第4グループ:資本参加率が20パーセント未満または0であり､しかも､部品納入先も

多様化している企業(非系列系･独立型部品企業)

つまり､自動車メーカーからの資本参加率や部品企業の特定な自動車メーカー-の納入

依存度が高ければ高いほど､特定な自動車メーカーとの緊密性･協調性が高くなり､その

反対であればあるほど､企業の独立性が高まると考えられるo ちなみに､本論文では､自

動車メーカー11社の中で､日産､富士自動車工業､日産ディーゼル､ならびに､トヨタ､

ダイ-ツ､日野自動車はそれぞれ1つにグループ化して分析を行った｡ 9

日本自動車部品工業会『日本の自動車部品工業`97年版』年鑑を主に参照して分類を行

ってみると､ 1996年では､第1グループに属する企業が49社､第2グループに属する企業

が51社､第3グループに属する企業が101社,第4グループに属する企業が44社となっ

た｡ 10 これは､とかく排他的なイメージをもたれがちな自動車メーカーと部品企業の関係

9つまり,自動車メーカーを7つに再分類していることになる｡自動車会社のグループ化は

延岡(1998)を参照｡

10企業によっては､アイアールシー【1997】 『日本の自動車部晶産業の実態`97年版』と
Dodwell Marketing Cotnpany (1997) , me Stmcture of the JapaJ7eSe Auto Parts ZDdustTy

(6th
edition)を参照｡
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は日本の中でもかなり多様性があることを示唆している｡特定な自動車メーカーと非常に

緊密な関係にあると考えられる部品企業(第1グループ)が存在する反面､自動車メーカ

ーから独立していると考えられる部品企業もそれと同数ほど存在するa ll

それでは､この4つのグループ間に､経済パーフォーマンスの違いが見られるであろう

か｡

第2節 分散分析

上記4つのグループに属する企業の事業所統計を工業統計表から拾い出し､ 4つのグル

ープ別に､これまでと同様､経済パーフォーマンスを分析したo
12 第7表は､ 1981年から

96年までの各年のそれぞれの変数の平均値(算術平均)の推移をグループ別に表したもの

であるo第8表は､分散分析13を用いて､各項目別に､その4つのグループの平均値の間に

5/ヾ-セントレベルで統計的な差異が認められるかどうかをまとめたものであるo空欄は､

4つのグループ間の平均値に統計的な差異が認められないことを示している｡また､ 1 <

2というのは,ある変数における第2グループの平均値が第1グループのそれを上回り､

しかも､両者の間に統計的な差異が存在することを意味している｡

第8表から､少なくとも分散分析においては､ 4つのグループ間に､あまり大きな統計

的な差異はみられないことがあきらかになった｡確かに､ほぼ全年において､第2グルー

プと第4グループの間に規模の差(雇用者数で測定)が､近年において第1グループと第

2グループの間にTFPレベル差が､また､多くの年において､第1グループと第4グルー

プとの間に在庫比率の差が存在する｡しかし､生産性のレベル､その伸び率､賃金､資本

装備率などといった多くの重要な基本的項目において,統計的な差異はあまり認められな

いoこれは､すなわち､企業間の緊密性や協調性の度合いと経済パーフォーマンスの間に

11次の表は､ 96年時点で分類が可能であった245社のうち､ 1981年と99年においても分
類が可能であった129社のグループ別企業数の変遷を表したものである｡

90年代後半､脱
系列化,独立化に向けた傾向が顕著になってくるが､しかし､本論文の分析対象となって

いる1981年から96年の間に4つの分類を超えるような大きな変化はあまり見られない｡

1981 1996 1 999

系列系書Jt部品会社 1 3 1 1 9

その他系列系缶晶会社 30 34 35

非系列系依存型 54 52 51

非系列系独立型 32 32 34

12ただし､工業統計表産業編の日本標準産業分類で3113 (自動車部分晶･付属品製造業)
に含まれる事業所のみを分析の対象としたために､前述の統計年鑑等から抽出したすべて

の会社が最終的な分析に含まれているわけではないo

13各グループのサンプル数が同一ではないため､分散分析には､ SASのGLMプロシージ

ャ-を使用｡
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は一義的な関係は存在しない可能性があることを意味しているといえよう.

第3章 回帰分析を用いた企業間関係･取引形態と日本部品企業の経済パーフォーマンス

の分析

第1節 企業間関係指標の作成と回帰式の説明

第3章では､回帰分析を用いて､企業間関係の緊密性や協調性の度合いと経済パーフォ

ーマンス,特に､ TFP成長率(年平均成長率)との間の関係をさらに厳密に検討する｡本章

では､ 2つの方法を用いて､回帰分析を行う｡ 1つは､ダミー変数(部品ダミーと呼ぶ)

を用いて､上記4つのグループ間のTFP成長率の差異を統計的に検討するo もう1つは､

各々の部品企業の特定の自動車メーカーとの緊密性･協調性をより客観的に数量化して､

それら指標とTFP成長率の差異を検討するo

その数量化に際し､本論文は2つの指標を用いる｡ 1つは､特定自動車メーカーからの

部品企業-の資本参加率である｡もう1つは,部品企業の納入先集中度(または分散度)

指数である｡納入先集中度指数は､それぞれの部品企業の自動車メーカーないしはグルー

プ-の納入比率を利用して作成したハーフインダール指数(HI)を用いる｡具体的には､

HIは､次の(2)式を使って求めるo

7

HIL･ = ∑ SmL･ 2

zL=1

(2式)

HIL･は, 1'書B晶企業のハーフインダール指数を､ Sml･は)'部品企業の7つのそれぞれの自動車

メーカーまたはグループ-の納入比率の2乗をたしあげたものである｡ 14 したがって､あ

る自動車メーカーの専属部品会社であれば､ HIは1となる｡反対に､独立系部品会社であ

れば納入先が分散し､集中度をあらわす日Ⅰは低下する｡

回帰式には､ (1)式と同様､コントロール変数として､初期時点(1981年時点)の変数､

1981年から96年までの生産額成長率と労働者一人あたり資本装備額の増加率を加える｡こ

れら､ (1)式にあるコントロール変数に加え､さらに､地域や部品を納めている自動車メ

ーカーがTFP成長率に与える影響がありうる事を考慮して,地域と自動車メーカーダミー15

も加える｡なお､ (1)式の推計結果では､企業規模の統計的有意性が検証されなかったので､

14なお､ ∑ SnL･は､ 1となるように,納入比率を調整したoつまり､ 7つの自動車メー
カーまたはグループとの取引のみを対象とした(部品メーカーは､実際には,自動車メー

カーにのみ製造品を納めているわけではないoしたがって､自動車メーカー7社またはグル

ープとの取引総額のみを母体として､ HIを計算した)0

15地域ダミーに関しては,自動車関連企業が集中している群馬､埼玉､東京,神奈川､愛
知､大阪､兵庫､広島､静岡にそれぞれのダミー変数を作成しているo 自動車グループダ

ミーは,取引のある7つの自動車グループに対して､それぞれ､ダミー変数を作成した｡

この場合､非系列系独立部晶企業(第4グループ)は､どの自動車会社のダミーに対して

も,ダミー変数の値はゼロをとる｡
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次式からはずす.具体的には､次の(3)､ (4)式を推計に用いたo

年平均TFP成長率∫-αo+α11* (第2グループダミー) +α12* (第3グループダミー)

+α13* (第4グループダミー) +α2'(1981年時点のTFPレべ′レL･ )

+α3'(生産額成長率i) + α.
*

(資本装備額増加率)･)

+α5*(地域ダミー)+α6'(自動車メーカーダミー)+ E]･ (3式)

年平均TFP成長率)I-αo+α21* (資本参加率)･) + α22* (HI)･)+

α2☆(1981年時点のTFPレベルJ) +

α3☆(生産額成長率i) + α4
*

(資本装備額増加率L･) +

α5'(地域ダミー) +α6* (自動車メーカーダミー) +E)･ (4式)

第2節 回帰分析の結果

第9表は､回帰分析の結果である｡なお,推計結果が特定の企業グループ情報を顕示

してしまう恐れがあるため､地域ダミーと自動車メーカーダミーの推計値そのものは､表

には含めていない｡コントロール変数の係数のサインは予想通りである｡他の条件が等し

ければ､初期時点のTFPレベルが低ければ低いほど､生産額成長率が高ければ高いほど､

また､労働者一人あたり資本装備額の増加率が高ければ高いほど､ TFP成長率が高いという

結果になった｡

一方､部品企業グループダミー変数であるが､回帰分析でも､分散分析と同様な結果が

得られたoつまり､統計的に有意なほど､部品企業グループ間に格差が見られない｡しか

し､回帰分析によると､非系列系依存型部品企業のTFP成長率が他に比べると若干低い傾

向にあるoつまり､自動車メーカーからの資本参加がないか又はその比率が低いが､特定

の自動車メーカーに部品の納入を依存している割合が高い部品企業のTFP成長率が若干低

い傾向にあるo

第10表は､資本参加率､ =ⅠとTFP成長率との関係を分析した結果であるoまず第1に､

コントロール変数の係数の結果は､ほぼ第9表と同様である｡第2に､第9表に比べると､

全般的に､
adjR2の数値が上がっていることがわかる(0.2から0.4以上になっている)｡こ

れは､部品企業のアドホックな分類よりも､より客観的な指標を変数に含めたほうが､ TFP

成長率がよく説明されることを示している｡

両指標(資本参加率､ HI)とも統計的に有意なほど大きな影響をTFP成長率にあたえて

いるわけではないが､興味深いのは､上記2つの指標の係数のサインが異なっていること

である｡他の条件を統一にすれば､ =Ⅰが高ければ高いほど､つまり､特定自動車メーカー

に納入依存度が高ければ高いほど､ TFP成長率は低いo一方､自動車メーカーからの資本参

加率が高ければ高いほど､ TFP成長率も高い傾向が若干見られるという結果になっている｡

最後に､ HIと資本参加率のインタラクション項を回帰式にいれて､ TFP成長率分析を試
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みたoただし､上記の通り､ HIと資本参加率がTFP成長率にあたえる影響の方向性が異な

るので､ HIと資本参加率の逆数を掛け合わしたものを第4式に含めて､年平均TFP成長率

を再度推計したo第11表は､その結果をあらわしたものであるo

その結果から､まず第一に, adjR2が0.4から0.6までさらに上昇したことがわかる｡
HI

と資本参加率のインタラクション項は､ (4)式によるTFP成長率の説明力を更に一層高め

たことを意味している｡第二に､コントロール変数の係数については､これまでと何ら変

わりはない｡第三に､地域や自動車メーカーグループダミーを含めても､回帰式によるTFP

成長率説明力はあがっていない(adjR2が全くかわらない)｡これは､地域特性や特定の自

動車会社からの影響がそれほど強くない可能性があることを意味している｡
16

最後に､統計的にはあまり有意ではないが,インタラクション項を含めることで､ TFP成

長率の説明力がかなり上昇し､しかも推計値がプラスであるということは､ある特定の自

動車メーカーからの資本参加を受けつつ､納入先が多様化されている会社においてTFP成

長率が高くなる傾向にあったことを示している｡これは､企業間の緊密性･協調性は､そ

のあり方によって､効率性や技術進歩に良くも悪くも働き得ることを示している｡確かに､

自動車メーカーとの緊密的な関係は､資本参加や技術指導を通じて､部品会社の効率性の

向上や技術進歩を促す可能性がある一方､納入先が多様化すればするほど､効率性や技術

進歩も促される傾向があることを示しているo これは､延岡(1997:183)が主張するよう

に､企業間の協調的な関係と適切なネットワーク戦略の組み合わせがサプライヤーの成果

にとって重要である可能性があることを示唆しているといえよう｡
17

まとめ

第1部､第2部の分析結果から､以下のことが明らかになったo

(1)まず第一に､日本の自動車部晶企業の強みは確かに存在するが､北米市場では必ずし

も顕在化されていないことがわかった｡これには様々な理由が考えられるが､自動車

産業のように企業間関係や産業間リンケージが複雑な産業においては,技術移転には

かなりのコストと時間がかかることを示唆しているo

(2)次に､海外に進出している自動車部晶企業はそれ以外の部品企業に比べると､規模が

大きいのみならず､効率性においても優れていることが明らかとなったo海外直接投

資理論からは投資元国に与える明確な影響は必ずしも導かれないが､自動車産業のよ

うに分業を通して双方の効率性をあげるというよりは､貿易摩擦に対応した形での直

接投資の場合､日本国内からの輸出を代替する｡しかも､進出企業は､相対的により

16地理的条件とTFP成長率の関係や､特定の自動車メーカーとTFP成長率の関係は､今

後の研究課題である｡

17本論文は､被説明変数に工業統計表を利用したTFP成長率を､延岡(1997)は､ 『日本

の自動車部品工業』年鑑の売上高利益率を使用しているが､同様な結果が得られたのは､

興味深い｡
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効率的で技術進歩率が高い企業である｡したがって､直接投資が日本の経済に対して

悪影響を与える可能性を全く否定はできない｡

(3)企業間の緊密性･協調性の度合いと経済パーフォーマンスの関係は､一義的ではない｡

つまり,日本に特に特徴的とされている安定的で協調的な企業間関係がもつメリット

は否定できないものの､デメリットも存在することは否定できない｡自動車メーカー

との協調的要素と多様化戦略(言い換えれば､協調と競争)の適当なコンビネーショ

ンが今後､ますます､重要になってくる可能性がある｡
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筈1義時期区分別対米進出日本

自動車部晶企集散

●出時期企集散

-19711

1972-812

1982-866

1987-9115

1992-1

資料ELM Intemationa=nc.(1 997),

ELM GuJ'de Da触e

をもとに筆者作成｡

第2表アメリカにおける納品先BIJ日系水晶事集所数

晶先自動車メーカー 幸美所致

M

オード

ー

ー5

ライスラー ーー

NUMMⅠ
6

15

ELF

【Ⅱ

9

10

､ンダ

トヨタ

日産

三菱

-トアライアンスくマツダ)

′{ル.イスズアメリカ 9

合計
114

資料集1表と同じ｡

注 NUMM( li･ New Unhed Motor Manufactu,in且 Lnc.

の略で､ GMとトヨタの合弁｡
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第3表資本所有別称晶工4のパーフォーマンスの比較

(り草耗平均 (2)分散分柿

日系 独立系米系 合弁 その他 米一日 米一合弁 栄-その他

∴-二一'

(a)生産性指積

一人当たり生産額(千ドル)

57

231

23ー

ー75

24

220

49

200 【コ

**

【コ

【コ

【コ

【コ

-人当たり付加価値集(千ドル) 70 84 糾 78

TFPレベル

(b)在J(比率

全体

-0_096

0_ー05

0_029

0.ー07

-0.116

0.080

0.034

0ー103

製造品在JE 0.027 0.039 0.024 0.025 **

半製品在J( 0_0ー7 0.028 0.01ー 0_040 【コ **

E=

**

原材料及び燃料在庫

(c)その他措辞

一人あたり労働者資本装備率(千ドル)

0.061

137

0.039

67

0.04¢

ー25

0.038

76

【コ

**

プライスコストマージンくPCM) 0.ー5 0.22 0.ー5 0.19 E=
アウトソーシング卒 0.¢0 0.53 0.65 0.57 **

生産現場ワーカーの時間鎗(ドル) ー0.5 ーー_4 9.6 ー2.4 **

その他被JE用者の年平均‡金(千ドル)
-41_5

40.9 43.2 4ー.3

資料:okamoto(1999:250)のTable1○

(注)それぞれの指耕の計測方法は. Okamoto(1 999: 245)に許しく説明されている｡

なお､在J(比率､プライスコストマージン､アウトソーシング比率に関しては.本論分の補論にも詳しくかかれている｡
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軍4表1992年における日本とアメリカにおける大手日 本自動車部晶メーカーの比較

日本 米国の日系部品メーカー(独染) 米国のE)系部品メーカー(A
事兼所数 単位(万円) 事*所致 也(千ドル 均書為替レ- 事兼所敢

●
R弁)

一人あたり生産額 284 4835 57 231 209.3

玩

24

也(千rル

220

均書為替レ-

219.8

2ー2.8

81.9

一人あたり付加価価焦 28ヰ 1362 57 70 194.6 24 64

一人あたり労他者*本葉傭
単純労瀬音の時始‡金(ドル)

284 ー023 57 137 74.7 24 ー25

常用労曲者の年間給料 284 478

57

57

10.5

4ー.5 ー15.2

24

24

9.6

43.2 110.ら
アウトソ-シング比率 284 0.75 57 0.¢0 24 0.○5

プライスコストマージン 28ヰ 0.23 57 0.15 24 0.ー5
全在4比率 284 0.Oヰt 46 0.105 16 0.08
製品在dE比率 284 0.0ー4 46 0.027 16 0.024

0.0ーー

0.046

半製品在Jt比率 284 0.0ー7 48 0.0ー7 ー○-

ー8
原材料在Jt比率

一■■

28ヰ 0.010 46 0.0¢t

:日の丁-はエ用して､○

米国事兼所に関する棚引ま､Okamoto(1 999)､ p.250｡
(注) :第3表を参照.



第5表北米進出部品企兼と非進出企兼の日本における比較

1981* 1996年
I:(. 非北米進出 T-test 北米遠出 非北米進出 T-test

こ.L.I

事兼帯救 I,-一.ソ 事兼新政

JE用音数 1ヰ5 534 689 195 *** ー45 557 689 196 ***

一人あたり生産額(万円) 145 2638 689 1605 *** ー45 4486 689 2874 ***

一人あたり付加価価額(万円) 145 丁40 689 505 ***

***

ー45 ー4○7 689 ー0ー2 ***

TFP ー45 0.000 889

689

0.000 ー45 0.223 689 0.169 ***

16年間の年平均TFP成長率(%) 1.45 N.A. N.A. ー45 0.5 689 0.I **

一人あたり労*者‡本葉竹串( 1ヰ5 748 454 ー45 1262 689 785 ***

常用労4b者の年rq給料(万円) ー45 223 689 199 *** 145 522 689 444 ***

アウトソ-シング比率 145 0.79 689 0.75 ***

*

***

145 0.74 689 0.68 ***

プライスコストマージン 145 0.2l 689 0.22 ー45 0.22 689 0.20 *

全在I比率 ー4ー 0.045 823 0.05ー ー4ー 0.040 623 0.05ー **

製品在Jt比率 141 0.016 623 0.0ー4 141 0.0ー4 623 0.0ー7 **

***

半#晶在Jt比率 14ー 0.0ー7 ¢23 0.017 ー4ー 0.018 623 0.020

原材料在Jt比率 141 0.012 ○23 0.020 ー4ー 0.009 ¢23 0.0ー4

出所:日本の事*所データは工*統計表を使用して､‡者作成.

(注1) = *叫ま､ 1 /i-セントレベルで､平均値の差に統計的有意性が見られることを意味する｡
叫ま. 5/(-セントレベルで.平均値の差に統計的有意性が見られることを意味する｡

*は､ 10/i-セントレベルで､平均値の差に統計的有意性が見られることを意味する｡
(注2) :TFP書の辞しい説明は.補輪を参照｡



第6表回帰分析による北米進出企業と非進出j

によるTFP成長率の差異の有無
社説明変数: 1981年から96年にかけての

年平均TFP成長率
R2=0.25F-vaJue=54.5

鋭明変数 coefRcient PvaJue

定数項(αo) 0.0096 0.2499

8一年時のTFPレベル(αり
-0.0594 0.0001

生産額年平均成長率(α2 0.0700 0.000ー

資本装備車増加率(α3) 0.0126 0.48ー8

企兼規模(α4) -0.00ー1 0.2052

ダミー(α5) 0.0055 0.0ー57

出所:通産省データをもとに､筆者参照.
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第7表部品企兼分類別経済パーフォーマンス

(a)系列系書JE鞍点会社

一年 -1二:-.-I 雇用数 一人 一人 TFP 成長 成長 労曲者一人 二.事▲, アウト プライス.

あたり あたり EE] (2) あたり資本 ソ-シン コスト

生産壌 付加dF値
.%

鶴 :,∴:-1! 比率 マージン

198ー 38 443 2256 597
-0.016

N.A. N.A_ 641 230 0.801 0.ー95

1982 38 462 2245 626 0.004 2.0 2.0 706 337 0.746 0.149

ー983 38 474 2270 624 0.0ーー 0.7 1.1 712 353 0.736 0.169

1984 38 500 2379 619
-0.026 -3.6 1).7 761 266 0.774 0.194

1985 38 520 2624 707 0.0ー0 3.5 0.2 798 375 0.743 0.162

1986 38 525 2758 680 0.014 0.4 0.1 811 385 0.733 0.193

1987 38 516 3031 746 0.021 0.7 0.1 880 264 0.776 0.248

1988 38 520 3447 875 0.058 3.7 0.4 912 431 0ー758 0.165

1989 38 545 3780 1035 0.092 3.4 0.8 941 431 0.774 0.167

1990 38 533 4061 1145 0.095 0.3 0.7 1029 3ー1 0.805 0.2ー4

EEEE] 38 568 4062 1057 0.102 0.7 0.6 ー123 478 0.764 0.153

1992 38 539 4288 1075 0.ー14 1.2 0.6 1ー59 491 0.766 0.179

1993 38 547 4140 983 0.110
-0.5 0.5 1ー53 493 0.756 0.ー80

1994 38 535 3952 956 0.110 0.0 0.5 1107 501 0.751 0.167

1995 38 527 3877 1030 0.121 1.ー 0.5 1086 5ー3 0.742 0.151

ー996 38 522 3966 1127 0.153 3.3 0.6 ー082 515 0.756 0.162

(b)その他系列系称晶企業

辛 事某所数 ≡.:=-.-/
一人 一人 TFP FPJ*6 FP成長 労働者一人 賃金 アウト プライス.

あたり あたり EZ] (2) あたり資本 ソ-シン コスト

生産額 付加ずせ % %
A-::-二:JL-i

比率 マージン

1981 71 627 2525 732 0.030 N.A. N.A. 669 230 0.778 0.232

ー982 7ー 643 2522 719 0.060 2.9 2.9 676 333 0.745 0.187

ー983 71 657 2626 671 0.034
-2.6 -1.0 712 357 0.75ー 0.165

1984 71 676 2997 914 0.059 2.5
-0.4 718 264 0.799 0.238

1985 71 695 3252 978 0.ー06 4.7 0.5 743 403 0.754 0.206

1986 71 721 3274 790 0.048 -5.8 -1.1 775 394 0.760 0.200

1987 71 726 3630 945 0.06ー 1.3 -0.8 83ー 273 0.807 0.264

1988 71 718 4037 ー182 0.135 7.4 0.2 858 430 0.775 0.209

1989 7ー 738 4507 1437 0.172 3.8 0.6 927 455 0.782 0.211

1990 71 770 4695 1492 0.177 0.5 0.5 973 316 0.810 0.264

EEEE] 71 802 4583 1483 0.191 1.4 0.5 1043 477 0.761 0.214

1992 71 793 4533 1289 0.174
-ー.7 0.2 1069 478 0.753 0.219

ー993 71 789 4340 1194 0.170 -0.3 0.ー 1060 481 0.733 0.221

1994 71 744 4348 1274 0.ー97 2.7 0.2 1098 499 0.726 0.221

1995 71 737 4557 1454 0.237 4.0 0.4 1073 511 0.724 0.232

1996 71 686 4864 1568 0.248 1.1 0.3 1140 520 0.743 0.229
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(c)非系列系依存登部品会社
年 事兼帯数 雇用数一人一人TFP FP成長 P成長 労曲者一人 賃金 アウト プライス.

あたり あたり KE] (2) あたり資本 ソ-シン コスト

マージン
生産額 付加ず位 % 鶴

I::~=二tJ:I 比率

EEZ3] 64 298 2ー87 644 0.002 N^_ N.A. 627 ■216 0.768 0.225
ー982 64 300 2065 669 0.034 3.2 3.2 647 314 0.690 0.ー94
ー983 64 296 2145 627 0.000

-3.3 -1.7 679 332 0.707 0.ー71
1984 64 301 24ー9 743 0.031 3.1 -0.6 690 251 0.761 0.226
1985 64 3ー3 2640 8ー9 0.066 3.4 0.1 7ーー 373 0.728 0.192
ー986 64 326 28ー6 734 0.037

-2.9 -1.4 764 380 0.718 0.206
ー987 64 325 30ー8 828 0.054 ー.7

-1.0 808 267 0.762 0.263
1988 64 33ー 3301 956 0.105 5.ー -0.3 847 413 0.740 0.205
1989 64 364 3526 993 0.ー1ー 0.7

-0.3 893 426 0.747 0.ー84
1990 64 347 3917 ー207 0.ー50 3.9 0.0 976 307 0.778 0.257
1991 64 347 4ー51 1256 0.160 1.0 0.0 EEEZ] 469 0.735 0.204
1992 64 340 436ー 12ー2 0.ー42

-ー.7 -0.2 12ー6 483 0.735 0.206
1993 64 335 4046 1100 0.146 0.4

-0.2 ー184 477 0.719 0.212
1994 64 324 3979 107ー 0.ー37

-0.9 -0.4 1170 490 0.721 0.19ー
ー995 64 317 3982 1ー78 0.165 2.8

-0.2 1ー78 50ー 0.7ー2 0.188
1996 64 307 4183 1370 0.198 3.3 00 1310 5ー1 0725 0203

(d)非系列系独立部晶会社

辛 事集軒数 雇用数 一人 一人 TFP FP成長 FP成長 労働者一人 賃金 アウト プライス.

あたり

生産額

あたり

付加すせ

KE]
鶴

(2)

鶴

あたり資本

:二∴二二':i

ソ-シン

比率

コスト

マージン
198ー ー8 535 3034 1055 0.098 N.A. N_A. 570 228 0.788 0.281
1982 18 529 2908 980 0.068 -2.9 -2.9 6ー3 327 0.738 0.204
1983 18 524 29ー6 1036 0.081 1.3 -ー.0 6ー8 352 0.722 0.217
1984 1.8 534 3180 1ー49 0.086 0.5

-0.6 634 244 0.791 0.268
ー985 ー8 526 3189 1ー72 0.1ー4 2.8 -0.1 653 399 0.725 0.221
ー986 18 528 3351 ー079 0.078

-3.5 -ー.0 707 408 0.718 0.226
ー987 18 5ー7 3343 1024 0.032

-4.6 -ー.8 775 277 0.763 0.253
ー988 18 539 363ー ー285 0.122 9.0

-0.3 795 429 0.720 0.218
1989 ー8 550 3800 1445 0.190 6.8 0.5 819 453 0.737 0.240
1990 18 544 3848 EZ3E] 0.ー77 -1.3 0.1 896 329 0.765 0.262
ー99ー 18 533 4147 ー557 0.ー84 0.7 0.0 1000 487 0.723 0.198
1992 ー8 543 3253 124ー 0.178

-0.6 -0.3 1167 486 0.701 0.248
1993 18 552 300ー 1007 0.125 -5.3 -0.8 1140 469 0.694 0.220
1994 18 521 3074 ー089 0.ー57 3.2 -0.5 1139 484 0.690 0.232
1995 18 504 3240 1202 0.171 1.5

-0.4 1208 492 0.684 0.227
1996 ー8 482 3404 ー286 0.198 2.7 -0.3 ー167 52ー 0.696 0.217
(出所)エ用いたの計による.

(注1)TFP成長率(1)は､前年比TFP成長率.TFP成長率(2)は､その年までの年平均TFP成長率.
例えば､1996年であれば､TFP成長率(2)は､1981年から9締までの､年平均TFP成長率.

(注2)一人当たり生産額､-人当たり付加価値卓､資本装備卓､労働者賃金(名目)の単位は､
万円であるo
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第8表部品企業の分散分析

雇用数 2〉3 2〉3 2〉3 2〉3 2〉3 2>3 2>3 2〉3 2>3 2>3 2〉3 2〉3 2>3 2〉

9旦
3 2>3 2>3

一人あたり生産額

一人あたり付加価d[ 4>1,3>1 2〉3 ーく2 I

TFP ーく2 ーく2 ーく2

く2

I

年平均TFP成長率
く2

その年のTFP成長率

♯本労瀬音比率

常用労他者の‡金

アウトソーシング比率
プライスコストマージン

ーく2
載晶在J+比率 4〉ー 4〉ー 4〉ー

半製品在Jt比率 4〉2;4〉3 4>2.4>3

原材料在4比率 3〉2 3〉2

I

注‥(1)lは､系列系書JL触品企兼､2は､系列系その他.3(ま､非系列系.依存型企兼､4fよ､非系列.独立型企兼をあらわす.
(2)空欄は､ 4つの型の部品事兼所の平均価の善が.統計的に有意でないことを意味する｡

(3)平均価の差の統計的な検定は.5パーセントレベルで行っている｡



第9表.回糖分析そのl

社説明変数: 1981年から96年のTFP年平均成長率

(I)地域ダミー. (2)地域ダミーのみ (2)自hキメ-カーダミ-

自動車メーカーダミーな 加える のみ加える.
推計値 P-value 堆計催 P～alue 推計di P-vさJue

定数項 0.0003 0.9433 0.0081 0_0920 0.0011 0.○4¢8

部品2ダミー(α1り 0.00ー7 0.7ー47 -0.0019 0.¢782 -0_0025 0_5985

舟晶3ダミ-(α12)
-0_0050 0.2774 -0_0065 0_148ー

-0.0053 0_2593

細晶4ダミー(α13) 0.0001 0.9932 0.∝I12 0.8糾 0.Ou9 0.9595
初期TFPレベル(α2)

-,0.0635 0.0001 1).0642 0.㈱ー -0_0○5ー 0.0001

年平均生産額成長率(α3) 0.0579 0.0464 0.0479 0.ー05ヰ 0.0660 0.0194
年平均資本装備率変化率(α4 0ー0828 0.1097

**

0.0673 0.1918

**

0.0396 0.4428

***

自由度 ー78 169 172

adjR2 0.20 0.28 0.26
F-value 8.8 5.71 6.47

第10表 回鼎分析その2

社説明変数:1981年から96年のTFP年平均成長率

(1)地域ダミー､ (2)地域ダミーのみ (2)自tbキメ-カーダミー
自tb‡メーカーダミ-な 加える のみ加える.

推計使 F～alue 推計使 P.-value 推計価 P-value

定数項 0_∝椅8 0.3808 0_0ー05 0.0343

■I

0_㈱5 0.9210

川インデックス(α21) --0ー0035 0.4542
-0_00ヰ2 0_3826 1)_0052 0_3373

資本参加率(α22) 0.0000 0.5177 I.21E1)5 0.8303 0.000062134 0.2939
初期TFPレベル(α2) 1).0683 0.0001

-0.0700 0.0()01
-0_0¢83 0.0001

年平均生産額成長率(α3) 0.0656 0.0067 0.0382 0_ー323 0.0664 0.∝l54

年平均資本装備率変化率(α4) 0.0669 0.0768

***

0.0402 0.2876

***

0.0556 0.1497

**

自由度 1ヰ5 136 139

adjR2 0.41 0_47 0.44

F-vaJue 22.04 10_54 ー1_78

第11表 回舟分析その3

被翫明変数‥ 1981年から96年のTFP年平均成長率

(I)地域ダミー. (2)地J*ダミ-のみ (2)白地+メーカーダミー

自他+メーカーダミーな 加える のみ加える.

推計t P-Value 推計* P-value 推計ヰ P-vafue

走政項 0.∞22 0.3538 0.0058 0.0616 0_0007 0.8820

H7インデックス叫1/資本書加卒)(α3 -0.0709 0.2471 ･-0.02○0 0.6612 -0.0566 0.3755

初期TFPレベル(α2)
-0.0782 0.0001 -0.0798 0.㈱1 -4_0782 0.0001

年平均生産集成長卒(α3) 0.0910 0.0001 0.055¢ 0.0338 0.0926 0.0002

年平均資本装備車変化率(α4) 0.1193 0.α)08

***

0.0883 0_0186

*♯*

0.ー152 0ー0023

**

自由度 ーー0 101 104

adjR2 0.¢2 0.62 0.61

F-va一ue EEZ] 15.73 19.05
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補論

補論では､本文で使用された経済パーフォーマンスをあらわす指標の求め方について説

明を行う｡特別の言及がない限り､本論文は､昭和5 6年から平成8年までの『工業統計

表』産業編にある自動車部品分類(平成8年時点の日本標準産業分類では､ 3113)に属す

る､ 3 0人以上の雇用者をもつ事業所のデータを使用している｡

(1)一人あたり生産額

国内生産額 - 製品出荷額 + (年末製品在庫額｣年初製品在庫額) +

(年末半製品在庫額｣年初半製品在庫額)
｡

一人あたり生産額
- 国内生産額/ (延常用労働者数/12)｡

なお､国内生産額は,日本銀行調査統計局編『物価指数年報』の自動車部晶部門の卸売物

価指数(1990=100)でデフレートした｡

(2)一人あたり付加価値額

付加価値額 - (国内生産額一原材料使用額等一内国消費税一減価償却費)a

一人あたり付加価値額
- 付加価値額/ (延常用労働者数/1 2)｡

なお､原材料使用額等は､原材料(委託生産費を含む)と燃料･電力にわけて,それぞ

れ､日本銀行調査統計局編『物価指数年報』のデフレーターを用いて､実質付加価値額

(1990=100)を求めた｡

(3) TFPレベル

各事業所のTFPレベルは､ Good et al(1997)､
A甘et
al(1997)を参考に､以下のよ

うに求めた｡

lnmPp - (lmYp一両)+立板一扇ニ)

傭ts,S･mhX,S一誌)･妻妾i(f･訂
2:m7}は､ t期における′事業所のTFPレベルを表す｡右辺の第一番目の項は､ t期に

おける事業所fの国内生産額(自然対数)とt期における国内生産額(自然対数)の産業平

均値の差を表す｡ 2番目の項は､土期にいたるまでの毎年の国内生産額(自然対数)の平均

値と前年度のそれとの差を足しあiヂていったものである.なお､分析対象の初年度(本論

文では1981年は)は､ 2番目の項はゼロとなるo第3番目の項は､ f期における事業所′

の各生産要素(自然対数をとったもの)とt期における各生産要素伯然対数)の産業平

均値との差をそれぞれの生産要素のコストシェアでウエイト付けして足しあげたものであ

るoなお､生産要素のコストシェアは､各々の事業所の生産要素のコストシェアと産業平
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均値との平均をとったものであるo最後の項は､
≠期にいたるまでの毎年の各生産要素(自

然対数)の産業平均値と前年度のそれとの差に要素コストシェアの平均値を求めてウエイ

ト付けして足しあげていったものであるoつまり､このTFPインデックスは､時系列とク

ロスセクションと両方の軸のあるパネルデータ一において､ t期の事業所′のTFPレベル

が初年度のTFPレベルの産業平均値をベースとして相対的にどの程度のレベルにあるかを

示したものである｡

なお､生産要素は､労働､資本､中間財の3つである｡労働は､年間月平均常用労働者

数に自動車産業の常用労働者一人あたり平均月間実労働時間数指数(1990=100)を掛け合

わせたものであるo労働時間指数には､労働大臣官房政策調査部編『毎月勤労統計要覧』

を参照した｡

資本は､機械設備､建物･構築物､その他の3つにわけて､恒久棚卸方を用いて推計し

たoなお､資本の減価償却率は､ Deanetal(1990)に従って､それぞれ､ 0.173､ 0.062､ 0.281

と仮定したoベンチマーク(1981年)の資本ストック推計は､ Okamoto(1999 : 248)を参

乳新規投資デフレーターは､経済企画庁『国民経済計算年報』のカテゴリー別の資本形

成額の名目値と実質値から作成した(1990=100)0

資本コストの計測には, Jorgenson and Grilicbes (1995:61-62)を参考にした｡なお､

資本の収益率には､日本銀行調査統計局『経済統計年報』の貸出約定平均金利(長期国内

銀行ベース)を用いたo

(4)労働者一人あたり資本装備率

資本装備率 - 総資本総額(1990=100) /年間月平均常用労働者数o

(5)アウトソーシング比率

アウトソーシング比率 -

原材料使用額等/ 総コスト｡

(総コスト - 貸金 + 資本コスト総額 + 原材料使用額等)a

(6)プライスコストマージン(PCM)

PCM - (国内生産額 一

賃金総額
一

原材料使用額等) /国内生産額｡

(7)在庫比率

在庫比率 - o.5
*

(年初在庫額+年末在庫額) /国内生産観
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マレーシアの自動車産業と日系企業のネットワークの形成

第1章自動車産業の現状

1980年代､第2次輸入代替化政策の一環として､マレーシア政府は自動車産業の育成に

乗り出した｡マレーシアが特に注目を集めたのは､自動車産業の育成において､国民車の

製造に焦点をあてたことである｡マレーシア自動車産業も､ 90年代に入って順調にいって

いるかのように見えたが, 97年の通貨･金融危機によって､その状況が一変した｡まずは､

90年代を中心として､マレーシア自動車産業の現状を分析してみることにする｡

第1節 全般的生産動向

第1図は､乗用車と商用車の生産台数をグラフで表したものである｡これより､マレー

シア自動車生産は､ 1994年から急速に伸びたことがわかる｡これは､特に乗用車で顕著で

ある｡商用車の生産が主流を占めるインドネシアとは対照的な発展パターンといえようo

80年代に一度､危機を経験したあと､ 92､ 93年を除いて､比較的順調であったが､ 97年､

第2の危機を迎えたo 80年代半ばの危機ほどではないが､その生産の落ち込みは､すさま

じいものであったo

生産が激減した理由は､大きく言って3つある｡まず第一に､通貨切り下げによる部材

コストの高騰であるo電機･電子産業と異なり､マレーシア自動車産業は､日本をはじめ

とする海外からの部品･材料の輸入に､依然､大きく依存している｡また､国内版売がほ

とんどを占める典型的な輸入代替産業であり､輸出できるほどの競争力はついていない｡

したがって､通貨危機に伴うマレーシアドルの通貨下落は､マレーシア自動車産業を直撃

することになった｡

第2に,バブル崩壊にともなう逆資産効果であるo今回の通貨危機では､通貨価値とと

もに､株式等の金融資産の価格が大幅に下落した｡マレーシアのような途上国では､依然､

自動車購買においては富裕層が大きな位置を占める｡その富裕層こそ､株式をはじめとす

る金融資産の保持者である｡したがって､今回の通貨危機では､自動車産業は特に大きな

打撃を被ることになった｡ i

第3に､金融機関の貸し渋りの影響である｡ 1997年10月,マレーシアの中央銀行は緊

縮的金融政策に転換をしたo金利上昇により､不良債権が拡大し､金融機関によっては苦

境に立たされ､銀行の貸し渋りが大問題となったo自動車産業でも部品企業は､マレーシ

アでは中小企業がほとんどであり､資金調達面では銀行融資に大きく依存している｡した

がって,経営的には健全でも運転資金確保が困難となり､生産活動に支障をきたす企業も

特に中小部品メーカーの中には存在したo

しかし､ 99年になって､比較的早く､回復に向かったo第1表は､国民車､非国民車別

の98年一年間と99年の1月から6月までの生産台数をあらわしたものである｡これによ

ると､ 99年に入ると半年ですでに前年度の生産台数にせまる実凍を上げているo 99年夏

のマレーシアでの現地調査でも､自動車メーカー､部品メーカーともに,予想以上の早い

需要の回復を指摘しているo したがって､経済危機で最も影響が大きかった産業の1つで

ある自動車産業の回復も､急ピッチで進んでいるといえよう｡
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第2節会社別の生産動向

それでは､さらに各社別の生産動向を見てみよう｡第2表は､乗用車と商用車を合わせ

た生産台数の推移を各社別にみたものである｡マレーシアも他の途上国と同様､自動車産

業の輸入代替を遂行すべく､高閲臥非関税障壁によって､国内産業を保護してきた｡

しかし､マレーシアの特徴は､外国の技術を導入しながらも外資を強く規制し､あくまで

も国民車をつくりあげることに政府が一丸となって支援してきたことである｡これは､産

業を保護しながらも､少なくともアセンブリーメーカーにおいては外資の参入を認めてき

たタイとは対照的な政策の違いである.その結果,同表に示されているように,
90年代の

自動車生産は､非国民車生産が停滞する中､通貨危機直前までは国民車生産が順調に伸び

ていった｡ 97年には､国民車生産がほぼ30万台にまで達したのである｡

外資系企業(非国民車生産企業)の内訳をみると､マレーシアもこれまでは他の東南ア

ジア同様､日系メーカーの独断場であったことがわかる｡中でも､トヨタ､ホンダ､日産

が非国民車の中では半分以上のシェアを占めている｡しかし,その台数は､一社､数万台

にしかすぎず､最適生産規模からは程遠いのが実情である｡他社に関しては､この3社以

上に､少量生産(年間､一万台以下)を強いられているのが現状であるo丘

非常に興味深いのは､今回の通貨危機の影響が会社によって異なるということである｡

乗用車でも高級車と商用車が生産の中心となる外資系企業は､バブル崩壊と生産･投資め

減少の影響を大きく受け､総生産台数は14万台弱から2万台矧こ激減したo一方､需要

減により､当然､国民車生産も減少したが､国民車が一部を除けは大衆車であるというこ

ともあって､外資系企業ほどの生産減とはなっていない｡

しかし､ 99年に入ると､どの会社も回復に向かっている(第2表)｡多くの会社で､ 99

年前半の生産が98年一年間の生産台数を上回っているo例外はプロトン社であるoもち

ろん､生産台数は､プロトンでも98年に比べれば上昇傾向にあるが､回復度が遅いo実

際､今回夏の現地調査でも､大学､研究機関､経済シンクタンク､民間企業､どこを回っ

ても､プロトン社の将来を危倶する声が強かったo ih 今後､通貨危機からの回復ならび

にマレーシア自動車産業の成長を考える上で､プロトン社の行方がかぎになるといえようo

第3節 マレーシア自動車部晶産業

現在､マレーシア通産省は､ 310の自動車部晶生産の許可を与えている｡一社で複数の

ライセンスを取得しているケースが多くあるため､実際の企業数は､ 200社程度であると
考えられている(Max加1998,

p･110)｡生産規模や競争力､技術力といった面では合弁
を含めた日系企業がぐんを抜いているが､プロトン社がベンダー育成に取り組んできたこ

ともあり,地場系のサブラーヤーが多く存在する｡たとえば､ 97年11月現在､プロトン
社のベンダーは167社存在したが､日系企業または合弁企業の数はわずか19社である｡ iv

ペロドア社も基本的には､地場系部品企業の育成を行っている｡したがって､
99年､ペロ

ドア社に部品を納めている部品会社132社の中で外資系､または外資系企業との合弁から

の調達は､わずか18社にしか過ぎない｡ ,

しかし,地場系といっても､技術的には外資系企業と技術提携を結んでいる会社が多く

ある｡プロトン社の地場系ベンダー企業148社のうち39社が､ペロドア社のそれは114

社中69社にものぼる｡地場系ベンダー育成を行っている点では同じであるが,後発のペ
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ロドア社の方が外資系企業からの技術導入により積極的であるのが興味深い｡

国民車同様､マレーシアの民族系ベンダー育成政策は､他のASEAN各国と比べても際

立っているといえる｡第3表は､ ASEAN4カ国に進出しているまたは､技術提携をし

ている日本企業数を比較したものである｡まず､マレーシアの場合､他国と異なり､外資

を導入せずに技術だけを導入しているケースの方が相対的に多い｡これは､外国企業の経

普-の関与を極力少なくするためと考えられる｡また､特に自動車生産規模があまり変わ

らないタイと比較すると､進出している日系企業の数が全般に少ないoこれは､もちろん､

民族色の強いマレーシア政府の自動車産業政策の結果であると考えられるo

それでは､このような産業育成政策のもと､具体的に､自動車部品産業の生産･雇用は

どのように変化したのであろうかoその動向を探ってみようo第4表は､工業統計表より

自動車部晶事業所(ISICNo.38439)の生産､付加価値額､雇用者数を拾ったものである｡

生産､付加価値額はともに名目値であり､マレーシアドルと米ドルであらわしたものであ

る｡この統計には小規模企業が含まれていないので､産業全体の動向は把握できないが､

少なくとも雇用者数30人以上の規模の事業所は, 90年代､自動車生産とともに急速に拡

大したといえよう｡

このように､乗用車の現地生産ならびに部品産業が拡大する中で､部品の輸入代替が進

展したo 中小企業金融公庫調査部(1998年､ P.42)によると､タイと同様､マレーシアで

も90年から96年の間に着実に輸入代替が進展したoタイが特にパワートレイン･エンジ

ン補器類の生産力が向上したのに比べ､電装品を中心として現地化が進んでいるのがマレ

ーシアの特徴である｡

しかし､依然､国内調達できず､部品の輸入に頼らざるをえないものもある｡たとえば､

プロトン社でいえば､シリンダー-ツド､ ECU (エンジン電子制御装置)､コンロッド､

オートマテイツクトランスミッション(AT)などである(中小企業金融公庫調査部1998

年, p.10)｡次のセクションで分析するように､マレーシア部品産業の国際競争力は依然､

きわめて弱い｡したがって､外資系自動車メーカーの輸入部材-の依存度は､さらに高い

のが現状である｡

第4節 マレーシア自動車産業の効率性

電機･電子産業に比べると,インフラの整備や産業の集積がさらに要求され､決して､

自動車産業を育成していくことは楽ではない｡その中で､マレーシアが通貨･金融危機に

直面する以前10年間の間で､車の生産台数が30万台に達したことは賞賛に催する｡また､

自動車部晶産業も通貨危機以前は､自動車生産台数の上昇､またはそれ以上に拡大してき

た｡

しかし､世界の自動車産業は今､大きな転換点を迎えている｡ 1つは,グローバル化の

更なる進展である｡今や､世界に君臨する大企業でさえ､ますます､お互い､競争ととも

に協訴が進んでいる｡外国ではダイムラーベンツとクライスラーが合併したことは記憶に

新しいoまた､日産もフランスのルノーと資本提携を行った.また､トヨタでさえ､次世

代を担う環境車関連の研究開発において､ GMと協力体制をとる方針を明らかにしたo 自

動車産業もまた､ますます､ボーダレス化してきているといえる｡

2つ目は､貿易自由化の波であるo戦後､ GATT体制のもと､世界レベルで貿易自由
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化が進んできたoただし､例外も存在するoその1つが､自動車･部品貿易である｡製造

業の中では､これほど､貿易の保護主義や産業政策によってその自由な取引が制限されて

きた産業もないoしかし､ ASEANを取り巻く環境は急速に変化しているoまず､まもな

く､ ASEAN自由貿易地域(AFTA:ASEANFree ThdeArea)が結成され､少なくともA
S EAN間の財の取引が自由になるo完成車に関しては､除外される可能性がきわめて強

いが,少なくとも､部品産業の取引に関しては､より一層､自由になる｡また､ウルグア

イラウンド貿易交渉の結果､途上国も2000年までに国産化規制の撤廃を行わなければな

らない｡

したがって､これからのマレーシア自動車産業は､生産の拡大を通した規模の経済の達

成も大切であるが､生産効率を高め,これまで以上にコスト削減努力を行っていかなくて

はならないoこれなくして､自由化､グローバル化の中で生き残れないといえようo

それでは､その効率性の面からすると､マレーシア自動車産業はどう評価できるのであ

ろうかo生産性と輸出競争力という面から考えてみよう｡第5表は､アセンブリーメーカ

ーと部品会社の一人あたり労働生産性の推移を､生産額､付加価値額ベースで見たもので

あるoこれより､一人あたり生産額でみると､アセンブリー,部品会社ともに､ほぼ一貫

して上昇していることがわかるoしかし､部材といった中間財を除いた付加価値ベースで

みると､決して､順調に生産性が上昇してきたとはいえない｡

また､さくら総合研究所(1996､
p･8)によると､マレーシアの自動車製造コストは､

インドネシア､フィリピンと比較すると低いものの､タイと比べると､
13.6%も高くなっ

ているoさらに､ Maxton(1998･p･112)は､マレーシアの特に部品産業の生産性の低さを指

摘しているoたとえば､マレーシアのタイヤ会社各社の一人あたり労働生産性をとってみ

ると､どの会社も世界の平均労働生産性に到達していないどころか､まだ､かなりその差

があることを指摘している｡

マレーシア国内で見ても､電機･電子産業のパーフォーマンスと比較すると､その差は

歴然としているoたとえば､′第2図は､両産業の輸出額の推移をあらわしたものであるo

確かに通貨危機の影響をうけ､ 1998年､自動車産業の輸出が伸びたoしかし､電機･電子

産業が世界市場で競争力を高めているのに比べると､自動車産業はあくまでもマレーシア

の国内の市場に限定されており､国際競争力は依然あまりないということがわかる｡

99年､予想以上に早く､マレーシア経済の景気が回復し､自動車産業も当面の危機は去

ったといえよう｡しかし,上述のように､自動車産業のグローバル化と貿易自由化は確実

に進んでいる｡したがって､規模の拡大とともに､いかに生産効率を高めていくかが今後

の大きな課屠となろう｡

第2章日系企業のネットワーク形成と通貨危機-の対応

1960年代から70年代にかけて､ AS EAN諸国が自国自動車産業の保護育成政策を
打ち出し､日本企業もそれまでの`輸出,というルートから現地生産というルートに供給

チャネルを切り替えざるを得なくなったoしかし､ ASEANにおいては一国の生産量が最
適生産規模からほど遠く､早くから､域内の相互補完体制を模索せざるを得なかった｡ま
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た､通貨危機を契機､ならびに､進展する貿易自由化を前にして､さらにその必要性が認

識されるようになった｡

以下では､今回､詳しい調査が可能であった会社を中心として､日系企業がASEAN

域内の中でどのようなネットワークを形成しつつあるのか､また､その中で､マレーシア

経済がどのような位置を占めているのかを探ってみることにする｡自動車メーカーでは､

トヨタ､ホンダを､自動車部晶産業では､デンソ-を含めた日系部品会社2社を取り上げ

る｡

第1節 日系企業のネットワークの形成

ASEANでは域内産業協力の一環として､ 1988年､自動車部晶相互補完制度(BBC､

Brand･to-Brand Comple皿entation)が導入されたo一国の小規模生産に悩む自動車メー

カーは､この制度を通じて､部品の相互補完体制構築に動き出したoその後､ 2003年には､

共通有効特恵関税(CEPT: Common Elrective PreferentialTariE)協定を通じて､域内の

貿易が自由化されることになった｡また､その経過措置として､ ASEAN産業協力計画

(AICO: ASEAN Industrial C00peration Scheme)が96年に打ち出され､自動車メ

ーカーの部品相互補完体制構築が本格化した｡ 97年に発生した通貨危機は､その動きに拍

車をかけることになった｡

(1)トヨタのケース

トヨタはBBCスキームを利用して､完成車生産と中核部晶の相互補完を進めてきたが､

96年､ AICOスキームが打ち出されると､いち早く,その拡大に向かった｡現在､最も多

品目にわたって､ AS EAN域内相互補完を進めている自動車メーカーであるといえる｡

a.域内ネットワーク

第3図は､現在のトヨタの域内補完体制を示しているoこれから､2つのことがわかるo

第1に､タイ､マレーシアで最も部品点数が多い｡これは､ ASEAN4カ国の中ではこの

2カ国においてより部品産業が発達していることをあらわしているといえるo 第2に､こ

れら4カ国において､大枠,すみわけができているということであるo タイとインドネシ

アではエンジン関係､マレーシアでは電装品､フィリピンではトランスミッションであるo

トヨタのマレーシアにおける電装品への特化は､同国が電機･電子関係で比較優位をも

っていることを考えると､きわめて合理的であるといえるo ただし,トヨタがこのような

部品補完体制を作り上げるためには､日系をはじめとするサプライヤーの協力がある｡マ

レーシアにおいては､デンソーマレ-シアやT&K autopart等が大きく貢献しているo

99年8月のマレーシアでのヒアリング調査によって､さらに､この域内ネットワークが

拡大する方向であることがわかった｡アンサーや次に発売となる新しいカローラのモデル

から､日本からの輸入部晶を大幅に減らし､マレーシア国内調達､ならびに､他のASE

AN諸国からの部品調達を大幅に増やす計画にあるとのことであるoトヨタによるASE

AN域内ネットワークは､各国政府の鈍い反応によってなかなかA I COスキームが予定

通り進展しないにもかかわらず, cEPTをにらんですでにダイナミックに動いていると

いえよう｡

b.域外ネットワーク

しかし､日系企業のネットワークは､ある地域に閉じたものでは決してない｡ある域内
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でネットワークを強固にしながらも,他の地域とのネットワークも着実に広がっている｡

たとえば､トヨタの場合､マレーシアを含めたASEANから世界-の輸出も着実に広が

っているo第4図は､トヨタのASEAN各拠点からの世界-の輸出動向であるo輸出総

額はまだそれほど大きなものではなくとも､トヨタの進出によって､
ASEAN域内相互

補完のみならず､全世界-の輸出能力も徐々に高まっていることが伺える｡マレーシアを

含めたASEAN諸国は,今後､いずれは､
ASEAN域内のみならず, APEC域内､

ひいては全世界に対して自由化を推し進めていかなくてはならない｡これは､その対応-

の足固めになると考えられる｡

このような日系企業の動きは､重要なことを示唆している｡それは､現在の地域統合の

動きは､地域間のブロック化たっながらないであろうということであるo80年代後半､各
地域で地域統合の動きが活発になったoその際､多国間貿易体制からの帝離の危険性を指

摘する声が経済学着から発せられたoもちろん､その可能性を100パーセント否定するこ

とはできないであろうoしかしながら､現在の多国籍企業は､グローバル戦略をとってい

るoつまり､域内でネットワークを形成しつつも､それは決して閉じたものではないとい

うことであるo地域内とともに地域外とのつながりもますます密になっているのであるo

多国籍企業が､国家間､ひいては地域間の障壁を打破する役割をはたしているのではない

かと考えられるo vi

c･マレーシア国内の企業とのリンケージ

域内､域外とのネットワークを拡大しているトヨタであるが､マレーシア国内の他の企

業､とりわけ､地場系企業とのリンケージはどのようになっているであろうか｡今回のヒ

アリング調査によると､ 1998年8月時点で､マレーシアのトヨタ製造拠点では､ 61社の
サプライヤーから部品の調達を行っている｡その内､

17社が日系企業を含めた外資系企業
ならびに合弁､ 16社が外資系企業との技術提携を行っている地場系企業､ 28社が純粋な

ローカル企業であるo地場系企業からの調達は数では多いものの､金額ベースではまだき

わめて少ない｡

これには､ 2つの理由が考えられる｡ 1つは､地場系企業のコスト､品質､納期の問題

であるoこれは､日系企業の要求水準がきわめて高いこととも関連していると思われる｡

もう1つは､キャパシティーの問題であるoマレーシア部品産業は拡大しつつも､その規

模は小さいoこれら地場系企業のほとんどは､プロトンやプロドアにも製品を納めている

ため､トヨタのような国民車製造会社以外の会社の要求を満たすキャパシティーが十分な

いためである｡

ここにこそ､マレーシア自動車産業のジレンマがあらわれているといえる｡他国に比べ､

国民車政策を進めてきたため､国民車の比率が圧倒的に大きく､また､ベンダーも現在､

競争力を持っ外資系企業の進出数は少なく､その変わりに地場系ベンダー数が多い｡しか

るに､上記で述べたように,マレーシアのベンダーの競争力は現在は低い｡したがって､

トヨタのように日系企業が域内ネットワークを構築すればするほど,競争力を保持する企

業数が少ないマレーシアはメリットとともにデメリットも今後受ける可能性があると考え

られる｡

(2)ホンダのケース
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a.ASEAN域内ネットワーク構築

ホンダの場合､トヨタほど､部品の相互補完俸制はできあがっていない｡しかしながら､

1998年､タイ,マレーシア､フィリピンで認可を受け､AlCOスキームの下で､部品の相

互補完を開始している｡第5図は､ヒアリング調査をもとに筆者が作成したホンダの現在

の部品補完体制をあらわしたものである｡インドネシアに関してもホンダのプランには入

っているが, 1999年8月現在では､同国は含まれていないようである｡中小企業金融公

庫調査部(1998年, p.47)によれば､インドネシアは､シリンダーブロック､シリンダー

ヘッドといったエンジン部品が中核を占めるようになるようである｡トヨタと周様､ホン

ダもある程度､各国が比較優位を保持している分野に特化しているといえる｡マレーシア

は､電子部品のみならず樹脂関係の産業も発達していることから､ホンダは同国ではプラ

スチック部品に特化しているといえるo域内部品補完体制下における貿易額は､年間470

万USドルに達する見込みのようである｡

ホンダの場合､トヨタと異なるのは､ ASEANでは､まず､二輪車の生産から開始し､

そのノウハウを活かしながら､四輪車の生産を開始していることであるovii したがっ

て､トヨタとは当然､その戦略が異なることもあることと同時に,二輪車を含めると､第

5図が示すよりさらに広範なネットワークがホンダによって構築されていると考えられる｡

ち.現地企業とのリンケージ

第6表は､ホンダの域内と投資先国での現地･域内調達比率をあらわしたものである｡

同一車種を対象としていることから､きわめて興味深い数字であるoまず､これより､ア

ジアでは台湾が最も自動車部品産業が発達していることがわかる｡台湾は電機･電子産業

の発展で最近は注目を集めているが､自動車産業でもサボ-ティングインダストリーが広

範に発達していることがわかる｡

ASEANでは,やはりタイが群を抜いて､部品産業が発達している様子が伺える｡これ

は､特に､ホンダがタイを中心として自動車産業の発展を目指してきたことに深く関係し

ているものと思われる｡他のASEAN諸国は､域内調達は高いものの､現地調達比率はそ

れほど高くないoマレーシアは､その中でも最も低い｡これは､トヨタ同様､ 2つの要因

によるものと思われるo lつは､国民車中心の市場だけに､ホンダの生産台数も年間2万

台程度とかなり小さい｡したがって､品質､コスト､納期の面で総合的に競争力をもつ日

系企業の進出がマレーシアに少ない｡さらに,地場系ベンダー育成に力をいれてきたマレ

ーシアであるが､依然､地場系ベンダーの国際競争力にかける｡したがって､現地調達よ

り域内､域外調達を増やさざるをえなくなっていると考えられる.

(3)デンソ-のケース

a.域内ネットワークの形成

世界五大自動車部晶会社に入るまでに成長したデンソ-も､ AFTA結成､世界レベルで

の投資･貿易自由化をにらんで､構想としては､以前から域内相互補完体制がすでにあっ

たoその構想が､現在､AlCOスキームにあわせて､実現にむかって動いている｡

第6図は､AlCOスキームにおけるデンソ-の域内生産補完体制構想をあらわしたもの

である｡これは､貿易自由化をにらんで､デンソ-もまた､各生産拠点ごとの特定の品目

への生産特化による規模の経済達成をめざしていることをあらわしている｡これまで､自
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動車･部品産業は､高い関税や非関税障壁によって､国内市場は保護されてきた｡したが

って､ ASEAN各生産拠点は､同一子会社間でも生産品目がかなり重複していた｡しか

し､域内､域外貿易自由化によって､企業は生き残りのために､規模の達成や生産効率の

上昇によるコスト削減を余儀なくされる○デンソ-もまた､例外ではない｡

なお､注意をしなくてはならないのは､デンソ-は自動車部晶会社であるので､図にあ

る生産集中品目の取引を直接できるのではなく､あくまでも､その生産に必要な部品の相

互補完を行うことができるのみであるoこれは､AlCOスキームが､組み立て完成品の相

互補完というより､その部品の相互補完を目的としていることのためである｡また､同園

は､完全には実現していないo域内の中では､現在､トップをいくタイを中心とした取引

はすべて申請許可がおりたが､タイ以外の国の間の部品相互補完に関しては､依然､許可

がおりていないというのが現状であるo
96年､すでに､AlCOスキームが発表されたもの

の､各国の自国産業を守りたいという思惑もあって､ 99年にいたっても､予定通りには進

展していないようである｡

また､自動車メ-カ-同様､デンソ-もまた､ ASEAN域内補完体制は､閉じたもので
は決してないo ASEANとオーストラリア､台湾､アメリカとの関係もまた､強化してい

くようである｡

b.マレーシア現地とのリンケージ

デンソ-のような自動車部晶会社は､自動車メーカー以上に､現地調達･域内調達にお

いて､大きな困難をかかえているoこれは,デンソ-のみならず､多くの自動車部晶会社

が抱える悩みであるovih 98年のデンソーマレ-シア全体の部材費を100とした場合､

シンガポールとマレーシアからの調達は3分の1程度である｡半分以上は,日本からの輸

入に頼っているoこれは､少量多品種で一国の需要量だけでは投資に見合わない､専門部

品メーカーが存在せず､日本から調達せざるをえないという問題も存在するが､最大の問

題は､マレーシアには､材料メーカーが存在しないということであろうo ix 自動車産業

が成り立っためには､鉄､アルミといった素材産業が必要不可欠である｡しかし､部品産

業以上に素材産業は育っていないoこれが､特に自動車部晶会社の現地調達率向上におけ

る大きな壁であるo

(4)日系独立系自動車部品メーカーA社のケース

a.域内ネットワークの推進

自動車メーカーやデンソ-のような大規模かつ包括的な域内補完体制は組まずとも､中

小自動車部晶メーカーの中でも､販売･生産のグローバル化のみならず,海外展開した子

会社同士の横の連携強化が見られはじめている○今回､現地爾査を行った中規模自動車部

晶メーカーにもそのような会社が存在した(以下､その部品会社をA会社と呼ぶことにす

る)0

A社は､これまで､途上国の自動車部晶に対する高関税の影響で､日本から輸出できず､

現地生産を通して現地に部品を供給してきた○その生産拠点は､途上国では､シンガポー

ルを含めたASEAN5カ国､インド､パキスタンといった幅広いものであったoしかし､

これまでは､製品の6割ほどは各拠点でほぼ同製品を製造していた｡市場規模が大きくな

い途上国ではこの生産体制はきわめて非効率ではあるが,部材の高関税により､これまで
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は致し方ない選択であった｡しかし､ ASEANを中心とした域内貿易自由化政策は､この

体制を大きく変換しようとしているoA社でも､上記自動車ならびに部品メーカーと同様､

生産体制の集中化と相互補完体制を構築しつつある｡

A社の相互補完体制構想の中には､現在､タイ､マレーシア､シンガポール､フィリピ

ンが入っている｡ A社もまた,その体制構築の中で､ AICOスキームを利用しようと試み

ている｡しかしながら､タイ､シンガポール政府のみからは許可がおりたが､部品産業で

焦りを感じているマレーシア政府からは許可がおりなかったようである｡ASEAN各国は､

全体的には､自由化や域内産業協力を支持しているものの､実行段階では､かなり､椿跨

がみられるといってよい｡ ASEAN域内産業協力のむずかしさを改めて実感させられる一

例といってよいであろう｡

ち.現地経済とのリンケージ

A社もまた､例外にもれず､自動車部晶の部材調達において､きわめて､苦慮している｡

原価ベースでいうと､その70パーセントが､日本からの輸入に頼っている｡マレーシア

国内からの調達は20パーセントほどで､残りの10パーセントは､他のASEAN諸国から

の調達であるoデンソ-と同じ理由であるoつまり､鉄､アルミといった素材がマレーシ

アでは調達できないからである｡これは､他のASEAN諸国にもいえる｡したがって､自

動車部晶会社の現地経済とのリンケージの強化､ならびに域内補完体制強化は､素材関連

の外資系企業のASEAN地域-の進出なしには､むずかしいと考えられる｡

第2節 日系企業の通貨危機-の対応

2000年以降､域内･域外貿易自由化が加速されることをにらんで､上記のように､ネッ

トワークを拡大していた矢先,通貨･金融危機で日系メーカーも大きな影響を被った｡こ

れは､国内市場が主なマーケットである自動車･部品メーカーではなおさらである｡それ

では,自動車ならびに部品メーカーは､その危機に対応して､どのような対策をとったの

であろうか｡対策としては､おおむね､次の4項目に集約できるといえる｡

1 現地化の推進

2 輸出の促進

3 生産性の向上

4 値上げ

まず､現地化の推進である｡上記で述べたように､日系企業の場合､特に部品会社の場

合､かなり,海外からの部材調達に依存している｡今後､このままの状態が持続すれば､

当然､国内の生産活動が為替リスクを被りやすい体質のままとなる｡したがって､為替リ

スク軽減のためには現地化努力をこれまで以上に行わなくてはならない｡しかしながら､

上述した専門部晶･素材メーカーの不在により､短期的にはその努力にも限界があるとい

うことはいなめない｡･A社の場合､通貨危機後､生産コストが34パーセントアップした

が､現地化によって吸収できた部分は､ 10パーセントのみであるということである｡

次に,輸出の強化である｡これまで国内版売が主であったが､急速な内需減により､生

産設備が過剰に陥ってしまった｡その穴を埋めるのは海外-の輸出しかない｡しかし､そ

のためには､生産合理化による生産性向上や規模の経済の達成などによるコスト削減が絶
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対的条件となる｡自動車ならびに部品メーカーは､その一環として､各拠点での生産集中

と相互の補完体制をさらに一層､強化している｡ただし､
A社の場合､生産性向上による

コスト削減は5パーセントにとどまっている｡

この他､自動車メーカー､部品メーカー､ともに,コスト削減のみならず借上げによっ

てコストアップに対処したoしかし､全体的に経済活動の停滞と所得減に陥っている時に

値上げをすれば､需要量はますます落ち込むoしたがって､値上げも行ったがその幅はわ

ずかに止まったようであるo A社の場合､コストが全体で34パーセントアップした中で､

値上げによって吸収されたのは､その内の5パーセントにとどまっているo

この他､マレーシア国内では､ 98年､現地金融機関の貸し渋りの影響を受け､運転資金

不足という状況に陥った｡これは､特に､中小の部品メーカーが影響を被ったようである.

場合によっては､増資によって､親会社から援助された会社もあるようであるが､
98年8

月､新外資政策が導入されるまで資本比率が制限されてきたため､実際､タイのようには

増資を通じての援助は多くはなかったと推測される｡

このように､日系企業は､今回の通貨･金融危機に対して様々な手段を講じた｡予想以

上に早い需要の回復により､日系企業も息を吹き返している｡通貨危機以前の生産レベル

までは戻っていないが､急速にキャッチアップしている｡また､今回の危機によって､中

小企業を含めて撤退をした企業はきわめて少数に止まったようである0 Ⅹ これは､日系企
業がマレーシアをもまた重要な生産拠点とみなしている結果であるといえる｡

第3章マレーシア政府の産業政策と今後の課題

マレーシア政府は現在､大きな岐路にたっているo 80年代以降､国民車とベンダー育成

の保護育成のため､様々な関臥非関税障壁を設けてきたo第7表は､ ASEAN諸国の関

税･非関税障壁の比較である｡本表より､マレーシアは､これまで､乗用車中心の国民車

保護のため,きわめて高い関税をかけてきたことがわかるoまた､乗用車向けベンダー育

成のため､ ASEAN諸国の中では最も高い国産化率が設定されてきたo

これに加え､民族系自動車メーカーとベンダーの外資系企業からの保護のため､他の手

段も講じられてきたo 1つは物品税であるoこれまで､プロトン車やペロドア車は､物品

税が半額かまたは免除されてきた(中小企業金融公庫調査部､
p.81)｡また､民族系会社は､

部材の輸入に際して､無税または､かなり定額の関税率が適用されてきたo

しかし､貿易自由化の流れの中で､これら保護育成政策を継続できなくなりつつある｡

1つは､いうまでもなく､ ASEAN貿易自由化の流れであるo完成車は除外される可能性

が高いが､部品に関しては､ 2003年までに域内関税は0から5%以内に引き下げられる予

定であるoもう一つは､世界貿易機構(WTO : WorldTrade Orgamization)の影響であ
るo先のウルグアイラウンドの決定を受けて､途上国加盟国も2000年までに､国産化規

制の撤廃を行わなくてはならない｡

もともとフィリピンは､自動車産業においてもかなり規制色の緩やかな政策をとってき

たが､ 1999年度に入り､タイ､インドネシアも､自由化政策､規制緩和に動き出した｡貿

易自由化-の断行と国産化規制の撤廃である｡依然､政策において不透明なのがマレーシ

アである｡今回の現地調査中も､貿易自由化政策と国産化規制撤廃に関して､政府関係者

から断固たる意見は聞かれなかったoその背景には､
ASEAN貿易自由化と国産化規制撤
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廃に対処できるほど国民車ならびにそのベンダーには競争力がないことがあるo

マレーシア政府がタイのように､もう少し､外資主導の政策に歩み寄るか､または､自

由化･規制緩和政策導入を先送りし､国民車とそのベンダーの保護を持続させるか､大き

な岐路に立っている｡

1ただし､車種によって､この効果は異なる｡国民車でも､価格の安いプロドア車は､
通貨危機によってかえって､恩恵を受けたo
丘
ここでさらに付け加えておきたいのは､トヨタ､日産が､商用車中心の生産体制をし

いているのに対し,ホンダは乗用車とオートバイ生産を中心としているということである0

これは､少なくとも前者2社においては､国民車が圧倒的シェアを占める乗用車部門にお

いて､国民車との競合を避けるためであると考えられるo外資系企業の戦略も､会社によ

って当然異なっているということであろう｡
iii

マレーシア通貨･金融危機はプロトン社の経営に大きな影響を与えたことは間違いな
いが､それ以前から､より大きな問題が存在していたのではないかと考えられる｡それは､
資本･技術捷携先である三菱自動車との関係が悪化していたことであるo技術移転の進展

が遅いという理由で､プロトン社はシトロエンと技術提携を結んだo さらに､イギリスの

ロータス社を買収して新技術導入を試みている(Maxton 1998, p.103)o しかしながら､
プロトン社の三菱自動車-の依存度は依然高く､その関係を悪化させたことが現在の問題

につながっているのではないかと考えられる｡
iv
1998年8月､プロトン社から入手した資料によるo

v

1999年8月､ペロドア社から入手した資料による｡
vi 詳しくは､岡本(1999年)参照.
vii ホンダでのヒアリング調査によるo

viii Sato (1998)は､インドネシアでの問題としても取り上げているo
ix 頼れる材料メーカーの不在の問題は､多くの日系部品会社で聞かれた間琴であるo
X

マレーシアの中小企業金融公庫駐在事務所でのヒアリング調査による｡
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貰1 Eg)マレーシアの自動車生産動向
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第1表1998年と1999年1月から6月までの生産台

国民車 非国民車

プロトン

1998 1999(1-6) 1998 1999(1-6)
98867 77002

ペロドア 46584 5803-I

合計 145451 ー33033 18940 1■6701

出所:http://neac.gov.my/neac/figures/eon.ShtrTIJ○

マレーシア自動車工業会資料｡
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集2表 会社別にみた自動車生産台数の推移

1990 1991

国民車
プロトン

フォード
メルセデス
ボルボ

74.0 88.0 105.0

74.0 88.0

0.0 0.0

1 19.6 130.4

マレーシア自

I03.0

105.0 103.0

0.0 0.0

72.4 62.2

Maxton (1998).
http ://neac

･gov･my/neac/Ggures/eon.shtm I｡注:本表は､乗用車､商用車の合計である｡

136.0

127.2

8.8

80.5

235.0

I92.0

43.0

I03.0

22.3

ll.2

19.0

6.5

4.8

2.1

37.I

252.4 283.0

192.4 2柑.0

60.0

126.4

68.0

I38.0

29.4 29.7

18.7 20.6

20.0 26.8

6.0 8.5

2.9 2.9

3.4 2.5

46.0 46.9



第3表 ASEAN諸国に進出している､または､
技術を供与している日系企業数の比較(1995年4月時

インドネシアマレーシアフィリピンタイ

独資または合弁 業数 43371983

技術供与企業数 3147ー054

出所:さくら抱合 究所(19196).
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第4表 自動車部晶生産額と雇用者数の推移

生産卓付加価値岳生産軒付加価値虫JE用音数
(FW'000)(RMJOOO)(US'000)(US.000)

1990

EEEE]
1992

ー993

1994

1995

1996

6880512525422550231p9J3L663J-∴殉72
9引23ー34ー255349268ー253009273

i:'i:..:...I...整.'.'喜.i.'i.'整≡....:I...'.'..'.i.'出所:マレ シア統計局.
注‥マレーシアエ薫統計表における自動車部晶事業所は､従業員30人以上
がその調査対象となっている｡
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第5表自動車産業の一人あたり生産負､付加価値亀
組み立て 部品

生産岳付加価値虫 生産色付加価値岳
1990 370ーー2 9334

1991 397103 10237

1992 42589 9635

1993 44287 10132

1994 45883 ー2743

ー995 57788 ー4ー49

1996 518128 ー4349

出所:マレーシア統計局データより 筆者作成.I

(単位:千マレーシ

注:生産点､付加価値額は､生産者物価指数(1 989=100)で実質化する｡
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辛2図 マレーシアにおける電機･電子と自動車産糞の掃出項の推移

1 BOOOO.0

1 60000.0

1 4OOOO.0

1 20OOO.O

≡ 10000(I.0
EE

ち

Ku 80000.0

60000.0

40000.O

2DOOO.0

0.0

90 91 92 93 95 96 97 98

E]電機･電子

■自動車
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第3函トヨタの域内部品補完体制

2Lディーゼルエンジン
プレスパネル

ワイパーモーター
オールタネーター

スターター
ステアリングハンドル
バンパーカバー

インストルメントパネル

スタビライザー
ランプ､等
車両:

ハイラックス(フィリピンへ)
ソルーナ ブルネイヘ)

マレーシア

部品:

マニュアル/パワステリンク

ワイパーアームとブレード

エンジンコンピューター

エアコン,アンプリファイア一
等速ジョイント

ローアーボールジョイント
フラッシャーリレー

アンテナ

ハブとナッツ
フツドロック

部品:
トランスミッション

等速ジョイント

コンビネーションスイッチ
コンビネーションメーター
鋳造品

灰皿

インドネシア

トリー会議資料o
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部品:
7K ガソリンエンジン
クラッチ

シートアジャスター
ドアロック

ドアフレーム

ウインドー制御装置
車両:キジヤン(ブルネイへ)



#4園トヨタのASEAN生産拠点から世界各地への輸出

オーストラリア

パキスタン &/
ハイラックス ステアリング

リニア
ステアリン1

リンクも

出所‥第2回ASEANサボーティンゲインダストリー会練資料｡

ディーゼルエンジン
＼-っ

′ヽフ7ニコ.-･ヨ芦二



第5園 ホンダの域内部品補完体制

出所:ホンダからのヒアリング調査をもとに作成｡

-50-



第6表

出所:ホ

ホンダシティ(アジアカー)の.

域内調達率現地調達率
タイ 75ラ5
インドネシ 6530

台湾 87.580

フィリピン 7040

マレーシア 6030

パキスタン 4530

ダでのヒアリング調査○
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第6図 デンソーの域内補完体制

<集中生産品>

･スターター､オールタネーター
･ワイパー モータ/リンク

･マグネット

･ニ輪メータ

マレーシア

<集中生産品>

･エンジンECU
･

A/C用アンプリファイア
･ I)レ-､フラッシャ

ーワイパアーム&ブレード

出所:マレーシアデンソーからのヒアリング｡
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フィリピン

<集中生産品>

コンビネーション

インドネシア
<集中生産品>

･A/C用コンプレッサ

･スパークプラグ
･ホーン



卸表ASEANの自動車産業の関税.非関税障壁

亡■
タイマレ-シアフィリピンインドネシテ

貿易政策

ヽ~ヽ

冗成幸輸入関税率

:.I.■よ7

乗用車
商用車

42-68.5%ー40-300%40%ー25-200%

60%30-50%30%50-105%

p耶入関税率

･KD部Fn152-諾芋慧fi#4#P;PpD:4:2芸o-3%霊諾oo二2655%%ローカルコノ丁ノト 義務国産化率 乗用車
商用車

54%60%40%0-6醜*

*

出所:中小企業金融公庫調査部(1998年,p.28､ p.80)｡
注: *は､国産化率に応じて変化｡



Productivity in the Indonesian Automotive Industry

Abstract

Indonesia, like many other countriesinSouth EastAsia, has actively promoted the

automotiveindustry･ The governmentalinterventions have ranged &om tariffsand

non-tariqbarriers to various localcontent programs･Asa result, imports of ready made

carsand motorcycles have been expensive, which led toaninflow offorelgn Producers.

This paper examines the productivity performanceinthe Indonesian automotive

industries･ More specifically, we try toanswer two questions･ Firstly,has the industry le氏

the -'infantindustry''status? Secondly'what roles have multinational enterpnses played in

the development of the automotive industry in lndonesia? In examining the issues at hand,

we use establislment data for the Indonesianautomotiveindustries between 1990_ 1995.

Our choice of methodology enables us to examine the dynamics of the diqerent

sub-sectorsl productivityperformance: which establislmerLtS account for most of the

productivity growth,and how important entryand exit ofestablislmentsare to the overall

performance.

JEL classifications.I03; F2; L62

Keywords: Productivity; αodh; Automotive industry; Indonesia; Protection.
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I. Intmduction

There is a long tradition of goverrmentinterventioninIndonesia･sindustrializationand

economic development･ A state-led development strategy has been pursued since

independence, partly as a result ofa generalmitrust of market forces and partly inspired

by the examples of the EastAsian success stories･Asin most coumies within the region,

the automotive industry was identified as a target for government support atanearly stage

of Indonesia's industrialization･
1
consequently, the automotive industry has been heavily

protectedand supported for more than30 years･ This paperwill try to evaluate the

performance of the automotiveindustry'and hence, whether the govcrrment

interventions have been successfu1infounding a competitiveand matureindustry･

FonoⅥng the "New Order.-in1 967, the automotive industry received special

treatment throughlocalcontentrules,entry barriersand foreign ownership restrictions

(班ll1996)･Initially,the owners were o洗en lndonesians舟om themilitary ranks or semior

o氏cials, but as the 1'New Order■-proceeded theindustry wentinto the hands of the

Soeharto fmilyand of the large Chinese conglomerates (Robison 1997).The close link

betweenthe ownersand the political1eadership made the industry a powerful lobbyist･As

a result, a banon imports of motor vehicles remained untn993, when the banwas

replaced by tariqs in the range of 175-275 per cent･

沌ghprotection against imports of ready made motor vehicles resultedinan
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inflow offorelgn assemblers who imported most of their partsand components. However,

the Indonesian goverrLment Was not Satisfied with hostlng Only the assembling part of the

production,and launched various programs toincrease the localcontent･ Most programs

were explicitly spec軸ng partsand components which had to be manufactured locany

(Thee 1 990)･ The foreign丘rms responded by starting up new automotive component

compamiesinIndonesia, o丑en as JOlnt VentureSwith localfirms_
● ■

The protective reglmeinthe automotiveindustry persisted desplte extensive

1iberalizationinthe rest of the manufacturmg sector since themid 1980s. Tariffs have

been high, localcontent requirements &equent,andtheindustry even receivedan

exemptlOn丘om the ASEAN &ee trade agreement･ Continued protection isargued to be

necessary for the development Oftheindustryand conditions on localcontentaim at

establishing variouslinkagesand to enhance the technology transfer &om forelgn

as岳emblers to localsuppliers.

Our study has a twofold purpose･ Firstly,we try toanswer whether therigorous

protectionand state intervemions have liftedthe industry &om itsuinfant industryn status･

We would expect to see stable gro叫h in outputand productivity ifthe automotive sector

has become a more matureindustry･ Secondly'we ex弧Iine the roles of forelgn

multinationalenterprises岬Es)inthe development of the automotive sector in
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Indone sia.

Toanalyze the issues at hand, we beginwith descnptive statisticson the

development of the Indonesianautomotiveindustry･ Next we ex弧ime various measures

on the economic performance of the sector,and discuss possible explanations to

variations between diqerent sub-sectors･ we continue by e又a-ng the role offorelgn

firms,and sum upwith a discussion of the results.

2･ Industrial Widening and Deepenlng Of the Automotive Industry
●

Aspreviously memioned, the automotiveindustry received goverrment supportalready

inthe 1960s, but theindustry･s growth did not accelerate until the 1980fswith the

emergence ofa more sizeable domestic market･ Table 1 shows some丘gures for the

automotive industry in 1986, 1990and 1995: the number ofestablishment,and the shares

oftotalmanufacturing employmentand gross output. The relative size of the automotive

industry was smal1inthemid 1980s･ but has since thenincreased rapidly bothinthe

automobileand the motorcycleindustries･ The twoindustries came to reachalmost one

tenth of the gross Output Ofthe entire manufacturing industry by 1995･ However, the share

of manufacturing employment is stillbelow two per cent.
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Table laround here.

In addition, the automotiveindustry甲perienced a deepemng of theindustrial

structure between 1990-95 :anincrease of the shares ofpartsand component suppliers･

Tables 2(a)and 2(b) show the shares ofassemblers (ISIC 3843 1, 38441)and partsand

components suppliers (38432, 38433and 38442)inthe auto-and motorcycleindustries.

Asseeninthe tables, the assemblersl shares have declinedand that ofpartsand

components suppliers, except carbody makers, haveincreased･ The size of the change

diqers between industries; the assemblers･ share of gross output declined by more than 15

Percentage POlntS in the motorcycle industry'compared to only four percentage polntS in

the automobileindustry･ This suggests that the motorcycle industry succeededin

developing backward linkages over the 1990-95 period to a greater extent thanthe

automobileindustry･ In other words, a large part ofpartsand components used in

motorcycle assembling lS now locally produced.

Table 2(a)around here

Table 2(b) around here
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3･ Economic Performance of theAntomotive hdustzy

GeneTlaZ Economic Per･fov7nm2Ce

We continue by exaJmmng the economic performance of different sub-sectors in the

● ●

automotiveindustryintables 3(a)and 3(b)･2The tables show simple averages of

employment, labor productivity (bothin terms of gross outputand value added),the level

of total factor productivity (TFP),the shade of non-production workers, w喝e rates,

export shares,and import ratios･3T-testsare used to examine the statisticaldi飴rence

between the two years.

Table 3(a)around here.

Table 3(b)around here.

The result for the automobile industry isremarkable; labor productivity and TFP

declinedinal1 sub-sectors except TFP of auto parts supphers,althoughthe decline is

statisticallysignificant only for car body makers･ Furthermore, despite declining labor

productivity, realwage rates of both production and non-production workers increased or

remined constant,with the exception Of wages for non-production workers of

automobile body makers･ Hence,the pnce competitiveness of the automobile sector was
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eroded, which isconRrmed by export figures near2:erO. Moreover,althoughimport ratios

declined substantiallyamong the assemblers, they Increased among the parts suppliers･

Aspointed out by Sato (1998: 1 19),when the mandatory deletion programproceeded,

imports changed &om ready made carparts to smaller components. Raw materials for

prime components such as specialsteelandalloyare stillimported･

The motorcycle industry shows a slightlybetter performancewith stable or

increasing productivity, which presumablyallowed forincreasing wageswithout

deterioratlng the competitiveness･ However, export ratiosare stilllow both for the

assemblersand the suppliers･ Moreover, the localcontent of the motorcycle assemblers

increased substantially between 1990and 1995, which wasalso reflectedinthe

previously shown increase in the relative size ofpartsand component suppliers･ However,

the localcontent of the suppliers declined･ Hence, the previously found deepemng of the

industry is only partial,and the reliance of imports stillremains.

PTILdctiviO7功靴打〝icsoT･ Sbgnation?

Asseen above, productivityhas been poorinseveralofthe automotive sectors. The

performance may be caused by various factors such as poor teclmologicaldevelopment in

existing establislments, by entry of establislmentswith low productivity or exit of
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establishments with high productlVlty･ There has recently beenanincreasedinterest in the

microeconomics ofproductivityanalysis･ One branch of studiesaims at exploring the

heterogenelty among Plants to see how individual establishments movewithinanindustry,

which establislments account for most of the productivitygro叫h,and how important

entryand exitare to the overall performance.

Industry productivitygrow也between i-FLand i canbe decomposed into

contributions ofplants which continued to operateinthe same business line for the

observed period (stayers),those which entered (entrants)andthose which exited (exits).

The mostwidely used decomposition methodology is the one developed by Bai1y etal.

(1992):

AlnmPt

-芸oz.t-pAh7FPit･妄AOz･t
hmP･E

I(芸ez･thmPiE一芸oz･-yhmPit-p〕,
(1,

where S, Nand E stand for stayers, entraJltS,and the exits respectively･ Productivity

grow血among the stayers isbroken downintwo parts: improvementsineach plant

separately holding output shares constant,and changesinoutput shares. The former is

cal1edfixed effectand the latter,share e触.

However, some drawbackswith the methodology above have recently been

discussed in Foster etal･ (1998,pp･ 16-17)･One problem is the treatment of net entry. In

-61-



equation (1),the contribution of net entry or the turnover e飴ct ismeasured asthe

di飴rence between the weighted average of entrantsand exiting plants. Even ifthereare

no differencesinproductivitybetween enteringand exiting plants, we may conclude

positive cqects of net entry ifthe output share of the former lS greater thanthat of the

latter･This measurement problem is especially slgnificantinthe case of rapidly groⅥng

countries such as Indonesia, where the number of entermg plants isfaJ･greater than

exltlng OneSand where the estimates ofnct entry thereforeare biased upwards･ There are

related problemsinthe treatment of stayers as well. We therefore useanaltemative

decomposition methodology suggested by Foster etal. (1998,p. 16):

Aln apt - ∑e,･L_yAlnmP,.I I ∑AC,-ttlnmP.･,_〟
-lmmPE_〟)I

∑Ae,I,AlnmPit I
z-eS l'∈S i∈S

∑eitOnmpit - ln
mt_p)-∑e"_y(lnmP･t_y-lmWPt_y)ie N ZIEE

The firsttermcorresponds to the fixed eqectinequation (1).The second one is a

between-plant component that reflects changing shares, weighted by the deviation of

initialplant productivity丘om the imitialindustry productivityindex (shareeqect).The

third component represents changingshares of plantswith relatively highproductivity

(2)

growth(covariance eqect)･The sum of the fourthand丘fth terms represents the net entry

or turnover effect.
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In this decomposition measure, a changing output share leads to positive

contribution toindustry productivity grow血only ifa plant's productivity is higherthan

the initiallevel of the industry productivity･ Similarly'anexltlng Plant generates positive

contribution only ifthe plant's productivity is lower thanthe imitialaverage,andan

entering plant does so only ifthe productivity is higherthanthe imitialaverage.

Industry labor productivity growth(gross output per employeeand value added per

employee) was calculatedalong the same line.The resultsare presented in Table 4.4

Table 4around here.

The resultsinTable 4are consistentwith the previousfindings･ Productivity

growth in the automobileindustry has been poor, regardless of the di飽rent measures

used･All of the sub-sectors: assemblers, carbody makersand the parts suppliers showed

negative growth rates during the 1990-95 period,with the exception of output and TFP

grow血rates for the parts suppliers･ Exits ofestablislmentswith relatively high1evelsof

productivityand entrants of relatively low productivity establishments explain part of the

negative productivity growth･ In addition, the negative figures ofalmostall of the bed

and share effects show that there was littleimprovement or even deterioration among the
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stayersinthe automobileindustry.

Motorcycle parts suppliers show a slightlybetter performance. One of the

productivity measures declined: gross output per employee, which was caused by one

big-scale plant that exited over this period･ Output per employee shows a 128 per cent

increase ifthis establislment isexcluded. To sum up, 1t Seems that the expansion of the

motorcycle parts suppliers has been accompmied by a productivity improvement.

Moreover, contrary to the automobileindustry, there was some improvementin

productlVlty among the survlVlng plants as shown by the positive fixed effect. However, it

is mainly the entry of new higldyproductive establislments that causes the positive

productivity growth.

秤7少we productiviO7 in the A utomobile andMotorlq,Cle h2ehLSiries DIHerent?

The protective reglmeand the various requlrementS On localcontents have been present

and rather simi1arwithin sub-sectors of the automotiveindustry. In fact, most policies

have been implemented simultaneo叫Sly in the automobile and the motorcycle industries.

Yet, productivity performance turned out to be diqerent; the motorcycleindustry has

performed better thanthe automobneindustry.

Thereare some possible explanations to the difference in industry performance･
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Firstly,the size of the market differs for the two industries･ A caris beyond reach for most

Indonesians whereas the market for motorcycles is much la喝er･ Motorcycles constitute

the bulk of motor vehicle sales in lndonesia･ For instance, 69 per cent of the 12.8mi11ion

motor vehicles registeredin Indonesia in 1995 were motorcycles (Thee 1997: 95).Table 5

shows the number of cars (includingcorrmercialvehicles)andmotorcycles producedin

hdonesia since 1990; the volume of cars is still small and has not increased as rapidly as

the volume of motorcycles.

A second explanation could be the high&agmentation of the automobue

industry,with a large number of assemblers, producing a large number ofbrandsand

models for a relatively small domestic market (Thee 1997: 1 17)･The motorcycle industry

has a larger marketand a smauer number offirms･ There has been a deliberate policy

斤om the goveⅢ-entinmimimmg the number offirmsand modelsinthe sector. For

instance,in1981 itwas decided that each motorcycle assembler was notallowed to

produce more than five diqerent models. A limited number of assemblersand models

together with the large market made itpossible to operate at a relatively larger scale in the

motorcycleindustry･ Table 6 shows the number of assemblers by employment sizein

1990and 1995･ The number of assemblers in the automobile industry lS two tO three times

higherthanin the motorcycle industry,and the size of each assembler is farsmaller in the
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former thaninthe latter.

The &agmented industry mayalso beanobstacle for the development of an

automobile bodyand parts industry, since lt Prevents the utilization of scale economies.

D曲rent cars use di飴rent bodiesand parts,and few attempts have been made to

standardize diqerent brands. Again, the situation for motorcycle parts suppliers is

di飴rent,with a less丘agmented market due to fewer producersand a larger market.

Finally, the teclmology in the motorcycleindustries may be less sophisticated or more

suited to localconditions in comparison to teclmologiesin the automobileindustries.

Hence thereare severalpossible explanations to the relative superior

performance of the motorcycle industries. However, itshould be stressed thatalthough all

factors above can explain why the automobileindustries performworse thanthe

motorcycleindustries, they camot explain negative productivity growthinthe

automobile industries. The performance of the automobileindustry has been poor not

onlyinrelative, butalsoinabsolute terms.

4･ The Role of Forelgn Firms in the Autotnotive hdustry
●

Desplte a reasonable development of the motorcycle parts suppliers, the figures above

revealanoverall poor development of the Indonesianautomotiveindustry･ Thereare at
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least two possible reasons･ Firstly,the teclmology may be too diBicult to master for

domestic establislmentswithout prior experience of automotive production.Although

forelgn eStablislments may do well, poor domestic establishmentswillthen decrease the

overal1performance of the industry･ Secondly'the protective reglme may foster

ine氏ciency throughlow competition･ We would then expect domestic as well as forelgn

establislments to show a poor performance.

Hence, thereare reasons for us to examine the role offorelgnfirmsinthe

Indonesian automotive industry･ Table 7 shows the forelgn eStablishmentsl shares of gross

output, value added, employment, investment, exportand imports of intermediateinputs

in the automotive industries･ We define foreign establislments as havingany (above zero

per cent)foreign ownership･Asshownby the table, deregulation of ownership

restrictions has increased the overall importance of forelgn establishments between 1990

and 1995･ The one exception is automobile parts suppliers where the forelgn Share has

decreased･ Forelgn eStabhslments dominate the automobile assemblingindustry and

account for more than50 per cent of most otherindustries.

Table 7around here.
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Then, how has foreign firms affected productivityinIndonesia's automotive

industry? Thereare two mechamims throughwhich the entry offoreignfirms may affect

productivity･ The firsteqect iswhen
more productive foreignfirmsvis-a-vis

localfirms

enter the. marketand the second is throughthe spillover e飴cts舟om foreign
to local

丘ms.
5

Table 8around here.

Table 8 compares the economicperformanceinlocaland foreign

estabhshments･6 Forelgn eStablislments tend
to be larger in sizeand more productive

than localonesinallindustries. Thisindicates that forelgn establishments possess
a

firm-specific advantage over local ones, asargued in the conventional
FDI theory (Caves

1996: 4).Hence, entry offoreignfirms comibuted to the introduction of modern

teclmologyand management methods in Indonesiaand upgraded the quality of products

bothinthe assemblyand componentindustries･

However, forelgnfirmS have not become an englne Of growthinthe automotive

industry for two reasons･ First,their rLumber is stillqulte Small especially among the parts

suppliers. For instance, according
to Auto Trade Journal Co･, Inc･ (1996),45 subsidiaries
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of Japanese automobne parts supphers were established in Indonesia by 1996, which is

considerably lower thaninThailand where 11 1 Japanese subsidiaries were set up during

也e same pedod.7

Second, the foreign eStablislments do not seem to have generatedany

substantialsp皿lovers on domestic establishments, as seen forinstance by the latter

group's poor productivity･According to Table 8, the productivity of localautomobne

Parts Suppliers declined regardless of the choice of the measure,althoughthe decline is

not statisticallysignificant･ This is true for automobile body suppliersand motorcycle

parts supphers as well.
8

Hence, forelgn eStabhshments have not managed toliftthe status of the

automotive industry to a level with stable productlVlty grOWth･ However, since Indonesia

liberalized the FDI regime aS late as in the beginning Ofthe 1990s, one explanation could

be that a large number of the foreign establislmentsare relatively newand that itmay

take some time before they operate eBicientlyinthe new envirorment,and before

domestically estab拙ments have been able to beneGt &om some of their superior

teclmology･
9
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5. Concluding Remarks

Based on negative experiences of infant-industry protectioninother parts of the world,

one may have expected that the automotiveindustryinIndonesia would not be able to

achieve intemationalcompetitiveness. Moreover, governmentinterventions in other

Indonesianindustries such as aerospace have鮎1ed (Fongand all 1988; McKendrick

1992). However, the automotiveindustry has not only failed to achieveinternational

competitivenessand positive productivity growth, itis even showing a negative

productlVlty growth a丘er 3 0 years of protection and government support･ Hence, the state

of the industry lS not Only poor, but itis even deterioratlng･ There are at least
two possible

explanations to the poor performance･ Firstly,the government interventions may have

been reasonable but other factors have been causlng the poor performance･ Secondly, the

government intervemions may have created a highlyprotective environment where low

competitionallows establislments to operateine氏ciently･ Hence, we cannot conclude

that theindustry has performed badly because of governmentinterventions, but we can

conclude that the industry performance has been poorゐ甲ite large government support･

Aspreviously said, the goverrment support has comeinmany shapes;

investment, trade,andindustrialpolicies haveall been used at various occasions to

support the automotive industries･ Clearly, diqerent policies may have different effects on
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the industry's performance and itwould be desirable iffuture research could differentiate

between eqects丘om di飴rent policy measures.

Despite the failure to liftthe automotive industry out of itsinfant-industry status,

thereare sub-sectors where the performance has been at least acceptable･ The

performance of the motorcycle industry was found to be somewhat better thanthat of the

automobne industry･ A largerand less丘agmented marketand a higherdegree of

standardization may be two factors to account for the diqerence.

The highprotectionagainst imports of motor vehicles resultedinaninflow of

FDI to Indonesia･ The positive comibution offorelgnfirms to the automotiveindustry

caJmOt be neglected in terms ofbringlng ln new teClmology, management,and market

information to Indonesia･ However, their impact does not seem to be strong enough,

partly because Indonesia has not succeeded in attracting enoughforeignfirms,and partly

because spillovers to localfirms seem to be limited.
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1
see Fujitaand H山(1997) onindustrialstrategiesintheautomobile sector in Southeast

Asia.
2

The economic performance of the automotiveindustry lS Only ekamined between 1990

and 1995 due to lack ofdetai1edindustrialstatistics pnor to 1990.

3
Following Daily, Hultenand Campbell (1992: 191),TFP of the ith plant in each industry

for yeartis defined as follows: In mPit- In Qit
-

qL lnLit -

qK lnKit -

qM lnMit, Where

Qitis real gross output of the ith plant in yeart,and Lit,Kit,andMit,are labor, capital and

intermediate Inputs. aL ,
qK. aware factorincome shares oflabor, capitaland

intermediate Inputs, averaged overindustries and the begimingand ending years of the

period.Asa proxy variable for realcapitalstocks, we used book value ofrealassets

deflated by irlVeStment Priceindexes (1993-100). G和SS Output Ofeach plant was

deflated by the relevant wholesale priceindex (1993=100). htermediateinputs were

deflated by pnceindexes constructedwith the wholesale pnceindexesand input-output

tables of 1990.

4
weare not able to conduct the above calculations for the motorcycle assemblers due

to a

small number of observations.
5
see Blomstr6mand Kokko (1998) and Okamoto (1994, 1999) for how the entry of

foreign firms may influence the productivity of the recipientindustry. Blomstr6mand

Sj6holm (1999),and Sj6holm (1999a, 1999b) examine spillovers丘om FDI in lndonesia･
6
The rLumber offoreign establishments isvery smal1insomeindustriesinsome years･

There is,hence, arisk that specific forelgn establishments could be idemified･ For secrecy

reasons, we have therefore notincluded Automobile assemblers (1990), Automobne

body suppliers (1990, 1995),Motorcycle assemblers (1990, 1995),and Motorcycle parts

supphers (1990).
7
Note that the number of Japanese parts suppliersinIndonesia (45)is larger thanthe
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numberinTable 8(a).The latteronly includes the parts suppliers which belong only to

ISIC 38433, whne the formerincludes the suppliers which belong to aJty industrial

Category.

8Althoughthe exact magmitude of the decline in the average productivity is not revealed

here due to the reason mentioned in footnote 6, the decline in average productivity of auto

body makers is statisticallysigmificant.･
9
see pitt andLee (1981).

ー73-



NNCES

Auto Trade JournalCo･, Inc･ (1996),tILqmeSe
Automotive Pms Ihhshy 1996. Tokyo:

Auto Trade JournalCo., Inc.

Daily, M･N･, C･ Hultenand D. Campbell (1992),"Productivity D叩amicsin

Manufacturlng Plants'',Bl100kings Pipers: Microeconomics 1992.

Blomstr6m, M･and A･ Kokko (1998),"MultinationalCorporationsand Spillovers",

Joumal ofEconomic Surveys, Vol. 12, pp. 247-277.

Blomstr6m, M･and F･ Sj6holm (1999),"Teclmology Transferand Spillovers: Does Local

PartlCIPationwith Mdtinationals Matter?刀, EuropeLm Economic Review, Vol･ 43 ･ pp･

915-923.

Caves, R･ E･ (1996),Multinational Enterprise and EconomL'c Analysis. Second edition.

Cambridge: Cambridge UniversityPress.

Fong, P･Eand H･ Hal (1988),"The Stateand lndustrialRestructuring: A Comparison of

the Aerospace hdustryinIndonesiaand Singapore", ASuNEconomic Bulletin, Vol. 5,

pp. 152-168.

Foster, L･, Haltiwanger, J･,Kizan, C.J. (1998),"Aggregate Productivity Growth: Lessons

&om Microeconomic Evidencen, National Bureau of Economic Research Working Paper

No.6803.

Fujita,K. and R. C. H山(1997), "Auto IndustrializationinSoutheastAsia: National

StrategiesandLocalDevelopment", ASWEconomic Bulletin, Vol. 13, pp. 3 12-332.

H札H･ (1996),"Indonesia's lndustrialPolicyand Performance: "Orthodoxy"

Vlndicated", Economic Development and CultuTlal Chmge, Vol･ 45, pp･ 147- 174.

McKendrick, D･G･ (1992), "Obstacles to "Catch Up": The Case of the Indonesian

A血raR Industry", Bulletin ofZhionesim2 Economic Studl'es, Vol. 28, pp. 39-66.

-74-



Okamoto, Y･ (1994), ulmpacts ofTradeand FDI Liberalization Policies on the Malaysian

Economyn, me Developing Economies, Vol･32, pp･ 460-478.

Okamoto, Y･ (1999), "Multinationals, Production E缶ciencyand Sp山over Effects: The

Case of the U･ S･ Auto Parts Industry", WeltwirlschaPL'chesA'chiv, Vol. 135, pp. 24 1-260.

Pitt,M･M･and L･F･Lee (198 1),"The Measurementand Sources ofTechmical lnefEciency

inthe IndonesianWeaving Industry", Joumal ofDeveZopmeni EconomL･cs, Vol. 9, pp.
43-64.

Robison, R･ (1997),"Politicsand MarketsinIndonesia's Post-on Era", In Rodan, G., K.

Hewison,and R･ Robison, (eds･),乃ePolib'cal Economy of South-East Asia: An

Zn加嘘′ciion, Melbourne: Oxford Umiversity Press.

Sakura Research Institute (1996),"Research on Development of the Automobile Industry

inSoutheastAsiaand Promotion of the RegionalEconomic Cooperation" (inJapanese).
Tokyo : Sakura Research Institute.

Sato, Y･ (1998), "The Machinery Component Industryinhdonesia: Emerging
Subcontracting Networks", In Sato, Y. (ed.),Chm2B7'ng ZhehLSirial Sinctures andBusiness
Straieg7'es in )hdonesia, Tokyo : Institute ofDeveloping Economies.

Sj6holm, F･ (1999a),"ProductivityGrowth in Indonesia: The Role of Regional
Characteristicsand Direct Forelgn hvestmentn, Economic Development

mad CuZtzLral Ch-ge, Vol･ 47, pp･ 559-584.

Sj6holmF･ (1999b), "Teclmology G叩, Competitionand SpⅢovers &om Direct Foreign

hvestment : Evidence &om Establislment Data", Jounwl ofDeveZopment
Studl'es, Vol･ 36, pp･ 53173.

Thee, K･ W･ (1990),"Indonesia: Teclmology Transfer in the Manufacturing Industry", In

Soesastro, H･and M･ Pangestu (eds･),TechnoZog7'cal Challenge in ike Asia-Pac7jic
Economy, Sydney: A山en & Unwin.

-75-



Thee, K･ W･ (1997), "The Development of the Motorcycle IndustryinIndonesia", In

PangeStu, M･ and Y･ Sato (eds･),Waves ofChmge in ZbbnesiaおMmufacturinglhLhLSqy,

To吋o: hstitute of Developing Economies.

ー76-



TABLE 1



NOTE: AutomobileAssemblers ･ ISIC 3843 1, Automobile body suppliers
- ISIC 38432, Automobile parts suppliers

- ISIC 38433.



Table 3 (a)Economic Performance of the Automobile

Number or establisbme山s

Employme血

boss output per employee (000.Rp)
Value added per employee (000.Rp)
Total factor productivity
Share or nonproduction workers (%)
Production worker wages (000.Rp)
Nonpro血ction worker w喝es (000.Rp)
Export share in output (%)
ort ratio

SOURCE: Calcdations based on data丘omthe

Industries Between 1990 and 1995

Automobile assemblers
1990 1995 T-test

8 11

917 1,187

133,702 77,979

45,871 29,791

2.4 1.9

35.9 30.1

3,028 5,621 *

4,859 9,789 *

0 0

30.1 10.6

Central Bureau of Statistics,Indonesia.

1e Avera

Automobile body suppliers
1990 1995 T-test

101 110

166 150

13,417 11,470

5,173 4,015 *

2.5 2.4 *

16.0 18.6

1,569 1,567

3,110 2,232 *

0 1.6

5.1 2.7

Automobile parts suppliers
1990 1995

56 96

156 241

44,849 42,171

14,942 11,241

2.3 2.3

21.6 19.0

2,144 2,140

4,470 6,301

0 5.2

20.8 25.3

NOTE: (I)Gross output was deflated bythe wholesale price index (1993=100)･ Wages were deflated bythe wholesale price index (1993-loo).
(2)Value added was dbtained by takingthe difference between realgross output and intermediate inputs deflated by the relevant prices.
(3)Import ra仙s arc dehed here as imports of intcrmediates as percentage of the total material costs.
(4) * -

statisticalsigmiBcance at a ten per cent level.

Table 3 Economic Performance of the Motorc cle Industries Between 1990 and 1995 1e Avera

T-test

Motorcycle assemblers Motorcycle parts suppliers
1990 1995 T-test 1990 1995 T-test

Number of establislments
Empl oyment
Gross output per employee (000.Rp)
Value added per employee (000.Rp)
Total factor productivity

Share or nonproduction workers (%)
Production worker w喝es (000.Rp)
Nonproduction worker wages (000.Rp)
Export share in output (%)
ort ratio

5 4

827 1,708 *

169,156 304,980

32,647 171,008

n.a. n.a.

32.5 18.1

4,138 6,255

7,747 12,776

0.2 l.0

34.3 10.8

SOURCE: See table 3(a). NOTE: See table 3(a).A.a. ･

not available.

24 38

158 150

19,028 19,522

5,594 8,337

2.2 2.2

15.7 17.2

l,067 1,411

3,525 4,453

0 7.1

13.2 16.1

〃亡

/



TABLE 4

1990-95)Productivi Grow山Anal sisof the Automotive Industries e Chan e Between

Number of

establishment

Gross output Vdue added TFP

(20.0)

(18.5)

(3.9)
2.4

2.2

(4.7)

(6.9)

(17.S)

Automobile

assemblers

Stayers

Fix¢d effects
Share effects
Cov. Effects

Net Entry

Entrants

Exits

Total

7.2

4.8

(20.1)
22.5

(17.2)

(12.3)
4.9

(10.0)

(16.0)

(2.S)

(26.4)
13.2

1.4

(ll.6)

(13.0)

(14.6)

Automobile body

suppliers

Stayers

Fixed effects

Share effects
Cov. E飴cts

Net Entry

EntraJltS

Exits

Total

64 3.4

(3.8)

(10.0)
17.2

(25.7)

(2.2)

･23.5

(22.3)

(15.4)

(ll.7)
(1l.3)
7.6

(13.0)

(ll.6)

(5.7)
4.3

(41.5) 2.7

(14.7)
26.8

(56.9)

Automobile parts

suppliers

Stayers

Fixed effects

Share effects

Cov. effects
Net Entry

Entrants

Exits

Total

31 44.5

(2.8)

(2.2)
49.5

(16.6)
6.0

22.6

27.9

(23.2)

(35.6)
2.2

10.2

12.5

1.5

(ll.3)
22.3

(21.0) 25.1

(16.9) 15.4

4. 1 (9.7)
(44.2) 37.6

Motorcycle parts

suppliers

Stayers

Fixed effects

Share effects

Cov. Effects

Net Entry

Entrants

Exits

Total

(0.9)
1.0

(2.4)
0.5

(16.7)

2.2

3.3

(2.2)
1.1

0.9

1.1

(0.6)
0.4

54.6 32.2

(5.7) 64.7 35.3

11.0 10.1 3.1

(17.6) 56.$ 33. 1

SOURCE: Calculations on data &om Central Bureau of Statistics,Indonesia.

NOTE: Nega也vc valueswithin paranthesis.



TABLE 5

Number of Produced Cars and Motorc cles in Indonesia

Moto rc

409,062

445,26$

488,524

621,085

781,089

1,042,938

270, 526

254,737

175,257

203,588

325,021

387,54l

SOURCE: Thee (1997),Sakura Re駈aI℃h lnstitute (1996).

TABLE 6

by Employment Size



Share orForei

TABLE 7

n Establislments in the Automotive Sector

Automobile Automobile body

as semb lers sup pliers sup pliers supp liers
1990 1995 1990 1995

Automobile parts Motorcycle parts

1990 1995 1990 1995
Gross output
Value added

Employment

Investment

Exp ort

orts of intermediate

76.3 94. 1

89.9 93.7

69.2 58.0

92.3 92.7

n.a. n.a.

83.4 99.7

SOURCE: Calculations on data from Central Bureau of Statistics,

7.4 18.3

10.5 25.7

5.5 7.2

10.3 36.9

a.a. 86.0

0.3 78.5

48.9 15.8

31.8 30.6

19.5 18.3

32.9 22.8

n.a. 40.5

78.5 15.5

67.2 75.4

54.6 82.9

15.4 23.6

43.3 54.1

n.a. 59.6

3.8 69.7

Indonesia.



arison of Local and Forei
Automobi le assemblers

1995

Domes. Forei

Number of establislments

Employment

Gross outputper employee

(000.Rp)

Value addedper employee

(000.Rp)

TotalFactor Productivity

Share of nonproduction

workers (%)

Produc也on worker

wages (000.Rp)

Nonproduc也on worker

Wages (000.Rp)

Export share in output(%)

rt ratio(%)

7 4

7$5 1,$92

24,032 172388

13,717 57,919

1.9 2.0

29.2 31.7

5,320 6,148

TABLE 8

n Establislments in the Automotive Industries

Automobile parts suppliers

T-test Domes. Forei

51 5

138 341

39,647 97,912

13,937 25,188

2.3 2.6

21.5 22.6

2,035 3,261

6,$70 14,$98 *

0 0

6.2 18.3

SOURCE: Calculations on data bm Central Bureau of Statistics,

NOTE: + I

stadsticalsigmiLicance at a tenper cent level･

3,947 9,693

0 0

18.1 48.3

T-test Domes. Forei

83 13

227 326

37,659 70,977

7,907 32,529

2.3 2.7

19.0 19.1

1,863 3,905

le avera

Motorcycle parts suppliers

1995

T-test Domes. Forei

33 5

132 269

9,352 86,643 *

3,502 40,252 *

2.1 3.0 *

17.0 19.0

1,181 2,927 *

5,383 12,566 *

3.8 14.3

19.5 62.6

2,782 14,815

4.2 25.7 *

9.4 60.4 *

Indonesia.



DOES OWNERSⅡIP h4ATTER?

_ THE CHANGINGROLES OF FDI

IN TAlW'S MANUFACTURING SECTOR -

I INTRODUCTION

To achievefreeand open investment as well as trade becaneani皿pOrtant

objective of
Asia Pacific Economic Cooperation仏PEC), especially aftx)r the APEC

leaders adoptedthe Bogor Declaration in 1993. In 1994, APEC member countries

adopted a 鎗t Of APEC investment principles as a first step in developing an

investment agreement aimed at supplemen血g umi1ateralinvestnent reforms (PECC

1995: 137).

However, foreign investment has been a contentious issue in development

econonlCS. Althoughmainstream economists argue that foreign investment is

conducive to growthand development, the empiricalevidence of various a印eCtS Of

foreign investment is still inconclusive (Tan1995: 135).

The purpose of this paper is to empirically investigate the role of foreign direct

investment (FDI) in the development of the manufacturing sector of Taiwan. A large

number of papers have been writtxm onthis subject inthe past,
includiI喝One Ofthe

most prominent studies inthefield made by Schive (1990). This paper is different
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from past studies in two req)ects･
First, it comparesthe ch肝aCteriBtic$ Of compamies

by type of ovmership in detail usingmicrofirm-level
data･ Second, it exa皿inesthe

changing role of
FDI inthe development process･

conventionaltheories of FDI suggest that foreign血ms possess afirm･印eCific

advantage over local ones embodied inthe former's intangible assets (Caves 1996: 4)･

This implies that foreign firms have different dharacteristics thanl∝al ones in some or

many lmPOrtant WayS･ Little empiricalevidence has been shown to confirm the

difference in a comprehensive manner, however, eventhoughit
is assumed quite o鮎n

bothintheoreticaland empiricalstudies･ This is partly becausethere had been

limited access to appropriate data until recently･
This paper tests whetherthere is a

significant difference between foreignand localむms, usingfirm･level data of the

manufacturing sector of Taiwan.

In addition, this I)aper also investigates how the role of
FDI evolves overtime･

AlthoughSchive (1990) points outthe important COntribution of foreign companies to

the development of the manufacttuing sector of Taiwan, he also notes the

disadvantages of relying excessively on foreign companies･ Sincethey are controlled by

multinationalcorporations,they may not enjoythefreedom necessary to make

important decisions, e印eCially about new products and processes (Schive 1990: 66)･
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His concern is valid if FDI brings only a temporary change ･to
host countries. Recent

empiricalevidence such asthe internationalization of R&D of multinationalcompanies,

however, seems to indicatethe opposite.
1 Overseas activities of foreign companies

seem to be
changing

dynamically. This impliesthatthe benefits from FDI cannot

possibly be static.

Section II of this paper discusses briefly what economictheory tells us aboutthe

role of FDI in economic development. After summarizing the characteristics of FDI

flows intx) Taiwanin Section III, the paper goes on to compare the characteristics of

firms in Taiwan by type of ownership u由ngfirn-level manufacttLring data in Section IV.

Section V moves on tD a discussion aboutthe changing roles of
FDI inthe Taiwanese

economy. Section VI concludeswithpolicy implications.

II THE ROLE OF FDI IN ECONOMIC DEVELOPMENT

Viewed as a transfer of capitalfromrich to poor countries, foreign direct

investment is of growing importance in developing cotntriesingeneral(Gillis etal

1996:403). However,the development of the industrial organization approach to
FDI

1 See OdagiriandYasuda (1996);and Blanc, H.and Sierra, C. (1999) forthe

internationalization of R&D activities by multinationalcompanies.
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contributed to distinguishing FDIfro皿0ther forms of foreign capital. Presently,there

isanincreasing consensusthat the essence of the former is not so muchtheflow of

capitalbut the flow of intangible as8etS馳Ch as teclmological, managerialand

marketingknow-how･ This impliesthat the benefits of FDIfromthe point of view of

developing countries are considered tolie more in the transfer of new teclmology,

nanagerialand marketingknow･howthaninthat of capital.

More recently, Romer (1993) emphasizedthe role of FDI as a means of丘山ngthe

"idea gap" that exist between developed and developing countries･ He arguesthat a

country's growthperformance has a lot to dowith its utilization of ideas embodied in

FDI as well asthe physicaland humancapitalformation･ His work is very important

in liI止ing FDI directlywiththe growthprocess of developing countries.

Moreover, recent developments in growththeory emphasizethe important role

played by hunancapital fo-ation･ Lucas (1993) values on･the･job tmiming highly

among di飽rent means of acquiringlmma皿CaPital･ Forei卯･firm8 typically show a

strong commitment to teclmicaland managerialtraining仏itken etal1995: 3･4).

This i皿pliesthat FDI may enhance growthand development of host countz･ies

permanentlythroughlmma皿reSOurCe development in host countries as well.

In addition to the above direct t治nefits, Caves (1974: 176･178) emphasizes
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three potential印illover benefits as indirect gains of FDI. The most important ofal1

fromthe point of view of developing countries would be the di瓜sion of teclmology and

knowledge tx) localfirms. FDI canfacilitatethe process of diffusion, either directly

throughthe training of Suppliers, or indirectlythroughimitation and labor mobility

仏i吐en et al 1995: 1).

Whetherthe benefits of FDIwill be realized or notand whetherthey create

temporary or lasting changesinhost countries Seems tO be ratheranempirical

que stion.

III FDI FLOWS INTO THE TAlWANESE MANUFACTURING SECTOR

It is wellknownthat FDI played an important role inthe early stage of

industrialization in Taiwan. 2 However,the bulk of FDIflows into Taiwanhave

occurred sincethemid `80s, after industrialization hadalready taken place‥

Figure 1 shows annualtrends of FDIflows into Taiwan. It revealsthat it is in

the latter halfofthe `80sthat FDI started to flow into Taiwanin large sums. Figure 1

also indicatesthatthe manufacturing sector continues to be a leading sector into which

FDIflows,althoughFDIflows to the service sector startx!d to increase inthe 1990s.

2 See,for instance, Schive (1990) forthe comprehensive study of the role ofFDI inthe

early stage of development of the Thiwan's economy.
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Table 1 shows a sub･sector breakdown of the share of FDIflows into Thiwan's

manufacturing sector･ Thiwan's manufacttlring industry canbe classified intDthree

categories depending onthe patternofthe FDI inflow･ The first category includes

the sectors that used to lead in attracting a large amount Of FDI, but stopped playing

that role after themid･1970s･ The textileand garment sectx)rs are perfect examples.

The second category includesthe sectorsthat u駆d to be and continue to lead in

attracting FDI, such as chemicalsand electronics･ The third category includes food,

basic metals and machinery紀CtOrS･ They began to attract FDI more recentlyand

continue to be important aS thefinaldestination of FDIflows intx) Taiwan.

Table 2 showsthe source of FDIflows by nationality or by region. According to

the data･ FDIfrom overseas Chinese was dominant inthe early stage of development.

However,their share declined significantly inthe 1980s. Atthat point, FDIfrom the

U･S･and Japanincreased dra皿atica止y. Moreover,the source Of FDI was further

diversified inthe early 1990s, asthe share of FDIfrom countz･ies otherthanthe U.S.,

Japan,and Europe increased rapidly during this period.

In sun,there seems tO have been a structuralchange in the flow of FDI into

Taiwan sincethe 1980s bothin由一ms ofthe抑urCe country andthe receiving鎗CtOr.

New foreign investors began to pay close attention to the non･traditional
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manufacturing -tors in Taiwan inthe 1980s･ Moreover,the relative importance of

overseas Chinese investment declined, and was replaced byAmerican, Japaneseand

Europeaninve8tX)rS Starting inthemid･1980s.

IV DOES OWⅣERSHIP MATTER?

Section IV tests whether foreign firms pos紀SS Characteristics significandy

different from local ones usingfirm･level datafromthe Taiwanese manufacturing

se ctor.

IV-1 Data

The empirical data for this study are taken from the random sanplmg datafi1e of

乃e Depart at2血dusbT'd -a CazzzLZ2e-'d Censz)s血･ TBIw盈乃-Fuken ALlea Published by

the Directx)rate･Generalof Budget, A∝ountingand Statistics, Executive Yuan, Republic

of China forthe years of 1981, 1986, 1991and 1996･ Inthe rando皿Sampling datafi1e

allfirmswithannualsales in 1980, 1985, 1990and 1995 above NT50,000,000 were

surveyed･ whilethe remaihg smaller firms were sampled by usingthe stratified

random sampling method･ This study u駆s Onlythefirst type of manufacturing firms

to minimizetheri8k of the samplmg teclmique affectingthefinalresults. Therefore,
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the sample data consist ofonly 659 manufacturingfirns for 1981, 4276firms for 1986,

2443firms for 1991, and 4261firms for 1996.
3

Following Schive (1990:3),foreignfi皿Sare defined asfimswithany amount of

foreign equity capital･ Table 3 8howsthe distribution of domesticand foreign firms

bythe 2･digit Taiwanese industrialclassification･ In Table 3, foreign血ms are

classifiedfurther intothree categories･ The first one includes 100 percent

foreign-ownedfirms･ The second includes joint ventureswith 50 or greaterthan50

percent foreign omer8hip･ The third includes joint ventures with minority foreign

owner8hip･Althoughthe pattx)rnof ownership varies significantly depending onthe

industry, completelyand/or majority
foreign-owned

companies have tended to be

preferred over minority foreign･owned ones sincethe 1980s.

This tendency is also confirmed by Table 4･ It shows the number offoreign血ms

andthe average percentage of foreign ownership by indu8try･ According tothe data,

the average tends to increase in most of the manufacturing industries afterthe

mid- 1980s,withthe exception of wood products, petroleum re血ery and basic metals.

IV12 Hypotheses to be testedand de丘nition ofvariables

3 The entire sampling data consist of 1512firms for 1981, 8459firms for 1986, 6665
丘rms for 1991,and 8622 for 1996.
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Conventionaltheories of FDI suggestthat foreign firms invest abroad in order to

exploit thefi皿･SPeCific advantages embodied in their intangible assets. Ifthis is the

case, we expectforeignfirms tx) differ from domestic ones in certainaspects such as

productivity, capitalintensity and wages. We expect foreign firms to be皿Ore

productive due tothe ownership advantage they possess over localones. Second,

higher salaries are expected to be paid by foreign firms thanby domestic counterparts

owing totheir higher productivity. Moreover, foreign firms are expected to be more

capital･intensivethan l∝al ones since nodernhighteclmology tends to require modern

mac血ery and eq山pment.

This paper uses two productivity measures: output per employeeand value added

per employee.
4 Firm output is defined as total firm sales, which include both

donesticand export sales. The value added of each firm is calculated by subtracting

payments for its intermediate inputs5and subcontracting services from its value of

output. Three types of capitalare added up to come upwiththe capitalst∝k of each

firm: machinery and equipment, building,and tran印Ort equipment. The measure of

capitalinput is its book value ofcapitalstock ofthe丘m. Capitalintensity is de丘ned

as capitalstock divided bythe totalnu皿ber of employees. The average wage rates are

4 This paper did not use total factor productivity (TFP) eventhoughits concept
is

firmly established, because Of difficulties of measurement,.
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calculated separately according tothe type of workers. However,the categorization of

workers changed in every census year･ Therefore, strictly speaking, a compari紛n

across years is not possible.

This paper tests further whether foreignand localfi皿S are different in other

aspects as well, such as size, export propensity, and extent of subcontracting activities.

Foreign firms are expected to be largerthandomestic ones, e革peCially in Taiwan, since

multinational companies tx)nd to be large in generala皿d Taiwanesefirms are knovm

for their small-scale operation. Foreign丘rms arealso expected to have a higher

propensity to exportthan local ones, as multinationalArms are considered to havean

advantage inthe marketing of their product. However, foreign compa血es are

expected to engage less inthe provision of subcontracting servicesthanlocal ones,

since multinationalfirns tend to possess a high1evel of market powerwithhigh

expenditures in advertising, distribution,and marketing, and becau雛they can

maximize profits by producing their own products.

The size of eachfirn is measured bythe number of employees. The export

propensity of each firm is measured bythe sha托Of its export sales in totalrevenue.

The magnitude of subcontracting activities is measured asthe ratio of subcontracting

5 Intermediate inputs include materials,fuels, electricity, watt)r, and package fee.
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to totalfirn revenue.

This paper,first, calculatesthe arithmetic means Of both
foreign and local firms

in each variable by sector･ Then it
tests whetherthey are statistically significantly

different from each other by conduc血g t-tests.

IV･3 Results

Tables 5, 6, 7and 8 showthe results of the hypothesis testing
for 1981, 1986, 1991

and 1996 req)ectively.
6 An``○" indicatx!sthat foreign firms have a greater皿eanS

than domestic ones in each variable defined,andan"×" indicatesthe opposite. The

marks
" **'", `` *'"

and
`` ☆ ``

showthe stati8ticany significant
difference between the

means Of foreignand domestic血ns in each variable at one,fiveand
ten percent level

re spectively.

According to Table 5,little difference is fotnd statistically between
foreign and

domestic丘rms either in terns of productivity, capitalintensity, or wage levels in 1981,

althoughthe results differ depending onthe sector. Foreign companies tend to be

large, but the difference is not statistically signi丘cant.

6 Following observations were excludedfromthe sample:thefirnswithoutany

identification code number; the丘rmswith zero value of either in totalrevenue,the

ntnber of employee, capitalstock, intermediate inputs, or wages;andthe丘rmswith

negative value added･
Therefore,the sample sizes decreased further down to

643 for

1981, 4211 for 1986, 2413for 1991,and 4203血1996.
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In 1986, however, the difference between the two types offirm beganto become

more pronounced. Foreignfims tended to be larger, more productive, more

capital-intensive and pay morethan1∝alones, ex飴pting the garmentand wood

product sectors. The most distinct difference is seen in wage levels, e印eCially those of

managerialpersons. Foreign fins tended to pay consistently more for managerial

class workers thandomestic ones. This isalso tme for
engineers,althoughthe

difference is not as great as inthe case of managerialpersons. The differences in the

results between 1981 and 1986 seem to support the丘ndings discussed in Section III on

the structuralchange of Taiwan's FDIflows.

Withregards to export propensity in 1986, however, ownership does not appear to

be statistically significant.Whether foreign firms tended to have a higher export

propensitythan1∝alones depended onthe sector of the manufacttwing industry. There

was no clear･cut difference inthe magnitude of subcontracting activities between the

two types offirms either.

Tables 7 and 8 confirm皿OSt Of the丘ndings forthe year of 1986: foreignfir皿S

tended to be more productive and more capital･intensive than local ones.

Furthermore,there was a consiBtentand persistent difference between two types of

firmsinterms of wage levels, e印eCially for high･skilled workers.
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However, in the data for 1996 a new trend emerges･ Domestic firms seem to have

engaged more actively in providing subcontracting servicesthandid
foreign ones･

This Seems tO reflect a pragmatic approach taken
by Taiwanese丘皿S in more recent

years･ That is, asthe latecomers,
Taiwanese manufactwers have tended tD Bell their

products under weu･known
foreign brand names andthus avoidthe need

for heavy

investments in marketing and distribution仏w etal1997‥ 10 and
Hobday 1995: 192)･

v THE CHANGING ROLE OF FDI IN TAIWAN'S MANUFACTURING SECTOR

The statisticalresults of Section IV demonstratethat ownership matters in

certain a印eCtS.
These findings are consistentwith conventional theories of FDI･

However,theyalso showthatthe waythey differ does not remain the sa皿e･
The

characteristics of bothforeignand
domestic firms seem to be changing dynamically, at

least in the case of Taiwanmanufacturers.
This section examines

ftuther how the role

of foreign companies evolved in
Taiwan duringthe 1981･96 periodfromthe point of

view of
development･ 7

Table 9 showsthe share of foreign compamies
in terms of the number of

establi血ments, totalrevenue, export revenue, employment and tx)chmicalcooperation･

7 See Liu (2000) for comprehensive zmalysis of the evolving roles of
FDI in Taiwan･
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The last cat喝Ory is payment
for acquiring teclmicalknow-how from abroad forthe

purposes of (1)introducing a new product; (2)increasing production, improving quality,

or reducing costs; and (3) providing management skills, or acquiring designs,

processing techmiques, or patents (Schive 1990: 32).

According to Table 9,althoughtheforeign share in tens of the number of丘rms

was not large, their share of outputand employment was relatively highuntil the early

1980s. However,the foreign share of outputand employment declined after the

mid-1980s, especially
in the electro血cs industry. Interestingly,the foreign share of

export revenue had already decreased to low levels
by 1986･ These pieces of evidence

indicate thatthe role of foreign companies declmed significantly in te-s of output,

export and employment after themid 1980s.

Another interesting observation canbe madefromthe data in table 9. It shows

that foreign compamies played a very signi丘cant role in tens Of introducing new

teclmologyandknow･how intothe Taiwanese nanufacttwing sectoruntil the early

1990s. Even in 1991the foreign share was as highas 50 percent in terms of tx)chmical

cooperation expenditureB. This implies twothings. First, it seems to be very di皿cult

for purely localfir皿S tO intmduce new teclmology andknow･howfrom abroadwithout

any equitytie･up with foreign companies. This is considered to have a lot to dowith
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market failuresthat could result from the public nature of也clmology and/or
imperfect

information ch肝aCteri2:ing teclmology transactions betweenthe two parties･
Second,

as mainstreamtheory on FDI sug嘗eStS,the essence of FDI is not so muchtheflow of

capitalastheflow of tedlnOlogy.

However, the fore1卯. Share of techdcalcooperation
declined rapidly in the

mid-1990s. Two reasons ca皿be considered to a∝ount for this.
First, as many of the

foreign subsidiaries in Taiwanapproached hmits imposed by teclmology,they needed b

invest locally to continue to be competitive intemational1y. Second, local firms also

beganto be active in acquiring new teclmologyfrom abroad.

The decline in the foreign share of output, employment, export and techmical

cooperation does not mean, however,比at FDI is no longer important to development血

Taiwan.AsTable 10 shows, foreign companies still play a very important role in
R&D

activities and hu皿anreSOurCe development. Foreignfirms'contribution to R&D

activities is seen not only in such sectors aS Chemicalsand plastic products, butalso, in

textiles, machinery, tran印Ort and precision equip皿entSin1996･
Foreign compamies

also play an important role in hu皿anreSOurCe development inthe electromics sector･

Asdi虻uSSed in Section II, recent growththeory emphasizesthe role of R&Dand

on-the･job training
to promote growth and development. The findings of this paper
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suggest that foreign compamieswill continue to contribub sigmificantly tothe

development of Thiwan's industrialsectorthroughtheir hvestnent in R&Dand

hⅧa皿reSOurCe development.

The flexibility of the Taiwanese labor market also inpliesanother way in which

FDI contributes to development
-throughspillover elrects.

The highturnover rate in

the Taiwanese labor market suggests that newknowiedgeand hu皿anCapitalacquired

by workers in foreign companies have a highchance of spillmg over into local ones. 8

VI CONCLUSION AND POLICY IMPLICATIONS

This paper empirically tested whether ownership really matters. More

specifically, foreignand 1(犯al compamies were compared statistically in terms of

productivity, capitalintensity, size, wages, export propensityandthe extent of

subcontracting activities･ Afterthemid･1980s, foreign firms were found tx) be larger,

note productive, more
capital･intensive,and pay higher wagesthan localonesinmany

皿anu血cturing sectors･Asconventionaltheories suggest, ownership seems to matter.

However･ how it mattersalso seems to change dynamically over thetine.

The role of FDI has changed significantly overtime as well･ hthe early stage of

8 See Liu's (2000) di-s8ion of how highturnover rates in foreign companies
contributed to the development of the electromics industry in Taiwan.
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development, foreign companies played an important role in employment generation,

output creation,and, most importantly, the introduction of new teclmologyand

know･how from overseas. Then, while their relative importance declined in

traditionalroles, they gained a new importance as a creator of newknowledge through

R&D activitiesand as a contributor tD human resource development.

The case of Thiwansee皿S tO reVealaninportant lesson: foreign companies are

not necessarily footloose. Althoughthe footloose Character of foreign companies is

criticized in general,the case of Taiwanseems to showthe opposite: foreign compamies

invest bothin R&Dandlmmancapitalformation as long astheyfind it profitable to do

so･ Infuture studies, it will be i皿pOrtantand interesting to investigate what really

induced foreign companies to engage inthose activities in Taiwan. Moreover, itwin be

beneficial to consider what kind of government policies are necessary to shiftthe

activities of foreign companies away from simple and labor･intensive production

activities into R&D and hunanresource development.
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TablelSecbralShre声＼qfFPL.FJ○w声nt○.pth早Manufdu.ringSect○r○fTaiwan (%)

Year F○○d Textile Garment Ledher VVb○d Paper

1952 0.0 90.1 0.0 0.0 0.0 0.0

1955 0.0 o∴o 0.7 0.0 0.0 0.0

1960 0.0 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0

1965 2.1 1.4 4.7 1.3 0.7 0.0

1○丁○ 0.2 3.9 2.4 0.8 0.2 0.2

1975 2.1 8.8 2.0 3.0 0.0 1.6

1980 3.2 1.9 0.4 0.0 0.9 0.1-

1985 3.9 1.4 0.4 0.5 0.3 0.1

1○○0 7.6 2.2 0.2 0,2 1.6 0.6

1○○1 3.1 3.8 1.1 0.0 1.1 0.1

1○○2 7.4 2.0 0.2 0.2 1.2 1.7

1993 8.2 1.4 2.0 0.4 0.9 0.1

1994 10.1 5.8 1.8 1.1 0.2 0.4

1995 2.2 2.0 0.2 0.4 0.1 0.3

1996 12.2 3.4 0.1 2.0 0.4 1.2

Chemical Rubber,Pbstics Non-MetaIIjc BasicMeta.I Machinery ー●

1○52 0.7 0.0 0.0 g,2 0.0 0.0

1955 96.3 0.0 3.1 0.0 0.0 0.0

1960 82.7 0.0 0.0 0.0 2.0 0.0

1965 27..8 1.3 0.5 1.0 0.0 59.2

1970 9.9 1.8 5.5 3.3 2.9 68.9

1975 36.7 2.6 2.2 4.6 6.8 29.6

1○80 13.2 2.3 42.9 6.7 3.3 25.0

1985 39.6 1.3 1.2 9.5 16.0 25.8

1990 35.1 2.3 2.3 13.0 8.9 26.1

1991 16.2 1.5 2.5 10.7 14.1 45.9

1992 14.3 9.4 1.4 5.4 13.1 43.5

1993 16.0 3.3 6.6 10.8 16.5 33.7

1994 20.6 1.4 1.6 4.7 20.0 32.2

1995 19.0 0.4 0.7 1.1 10.9 62.8

1996 7.2 2.4 0.8 7.2 13.4 49.8

Source: See Figure 1.

Note: ''Machinery''includes machinery, transport and precision equipments.
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Tabfe2TheSourceofFDIF[ow intoTaiwan(%)
Overseas

Chiniese

Japan the∪.ら. Europe others Total

19S2 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

19S5 ■3.8 0.0 96.2 0.0 0.0 100.0

1960 7.3 2.0 90.7 0.0 0.0 100.0

1965 15.5 5.0 74.8 0.1 4.6 100.0

19TO 21.4 20.5 48.8 8.4 0.8 100.0

1975 40.0 19.7 35.4 3.5 1.4 100.0

1○8○ 47.8 18.5 23.6 3.1 7.0 100.0

1985 5.令 20.7 47.4 14.2 ll.8 100.0

1990 9.6 35.9 23.5 12.3 18.8 100.0

1991 12.3 29.6 33.0 9.1 16.0 100.0

1992 21.4 28.6 12.6 ll.3 26.2 100.0

1993 10.2 22.5 17.1 17.3 32.9 100.0

1994 6.5 24.0 18.0 14.9 36.5 100.0

199S 5.8 19.5 43.6 ll.4 19.7 100.0

1996 6.9 22.2 19.3 8.0 43.6 100.0

Source: See Figure 1.
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Table3NumberSofFirmSbyTypeofOwnership

ー981 1986 1991 1996

DFTota[ DFTota[ DFTotal DFTotaI

C○mJV(1)JV(2) C○mJV(1)JV(2) C○mJV(1)JV(2) C○mJV(1)JV(2)

F○○d 49301252 29324310ーー3ー7 15213562165 28017557297

Textile8 89701696 501284816529 2199234228 2608224268

GarrTlentS 33410337 186ー7845203 74521279 1228413130

Leather 1420ー116 12716268ー43 5330~0356 76530.281

W○○dpr○d. 2ー110022 ー154202119 38110039 64100ー65

Fum托ure 320ーー5 65302168 51430155 62211064

Pap○r 2920ー13ー 1129324121 67403ー71 1228323130

Printings 200002 20ー00ー2ー 17210ーー9 4ー210143

Chemical8 ー83ー1121 853001515ー15 601616976 131306168161

Oth○r¢h○m. 21943230 13642131712ー78 8ー321210101ー3 15532ー2146187

P○tr○I○um 100001 420116 1～100ーー3 ー8301221

Rubb○rpr○d. 16000016 52904561 37503242 597ー5166

P]aStjcprod.
.53411257

459255713484 175ー3355ー88 23917467256

N○n-rneta"ic 255ー0430 ー3411ー28145 107ー0118ー17 22812444240

BaSicmetaIS 514ー2155 27712ー38289 1657124172 324120ー11336

M○talpr○d. 3472144ー 215245613239 146173212163 28318567301

Machinery 2310ー024 12819595147 13717557ー54 3112810810339

ELectron;cS 4726157473 43715469384759ー 30484392619388 690150674043840

TranSp○rt 19420223. 190273618217 12211227133 1942941015223

Precision 2ー1003 491775566 49972058 7713102190

Otherml'SC. 2ー302124 18334913122ー7 101ー35621ー4. ー0914932ー23

Tota一 57188302335659 37685081401582104276 216727693831002443 38454161511271384261

Source: Taiwan's statistical office.

Note: Com stands for 100 percent foreign ovmership.

JV(1) stands for joint ventures with 50 or greater than 50 percent foreign ownership.

JV(2) stands forjoint ventures w;th tess than 50 percent foreign ownership･
D stands for domestic

firms.

F stands for foreign f;rms.



TabJe4AveragepercentageofForeJ.EnO.wne,ship

UmerOOre(gnlrmS ∨○r

198119861991丁盲96
ageer印ntageF○relgnOwnersh.Jp

1981ー986199ーー996
○○

TextileS

324ー3ー7

72898
21.150.066.462.0

30.145.456.052.7

34.969.458.965.4

36.349.929.577.3

一oo.066.9100.030.0

68.152.278.075.0

52.564.759.860.2

0.049.074.574.5

58.545.150.357.5

0ー065.367.071.6

0.045.513.338.9

76.239.947.968.6

44.447.26ー.960.3

30.729.934.660.4

6ー.240.649.ー26.5

83.ー52.349.363.0

50.066.76ー.768.7

82.571.074.37ー.0

60.446.553.053.7

100.073.792.993.3

49.865.775.678.2

Garments 4ー758

Leather 21635

W○○dpr○d. 14ー1

Fum托ure 2342

Paper 2948
PrirTtings 0122

ChemJ'CaJs 33016.30
Otherchern. 0423232

Petroleum 0213
Rubb○rpr○d_ 9957

PlaSticpr○d. 4251317
Non-rnetaJJic 511ー0ー2

BasicrnetaIS 4ー2712

MetaJprod_ 72417ー8

Machinery 119ー728

EIectronicS 26ー5484150

TranSp○rt 4271129
PrecJ.Sion 117913

OtherrTliSc.

S

33413ー4
■

OurCe.eaorScacuaJOnS.
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Tabfe5CompariSonofForejglandDorTleSticFirrT1SbySectorfortheYearof1981

F○○d N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. NA NA NA

TRE∨

Textile ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × * ○ × **

_q?rment
× * × × × × × × ○ ○ × *

Leather N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. NA NA NA
W○○dpr○d. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. NA NA NA NA
Fum札一re N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. NA NA NA NA
Paper N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A

一●

NA

一■

NA NA
Printing8 N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A NA NA
Ch○rnica一冬 N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. NA NA
Oth○r¢h○m. ○ ○ ○ ○ ** ○ ○ *** ○ ** ○ ** × ×
P○tr○l○um N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A N.A. N.A. NA NA
Rubb○rpr○d. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. NA NA
Pla8ticprod. ○ ○ ○ × ×. ○ ○ *** ○ ○ ○
N○n-meta=c ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ NA
BaSicmetals N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. NA NA
Metalprod. ○ ○ ○ ** ○ ○ ○ ○ ○ ○ * ○
Machinery N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. NA NA
EfectronicS × × × *** ○ ○ × × ** ○ ○ ** ×
Transport × × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ NA
Preci8i○n N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. NA NA NA
Oth○rmiS¢. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. NA NA NA
Source:theauth○r'Scalculati○n.

Notos: PEROUT Stands for output per emp一oyee.

PERVAL stands for value added per employee.

KL 8tand8 for capぬ卜output ratio.

WAGE (1)Stands for the average wage rate of workers in managerial class positions.
WAGE (2) Stands for that of engineers.
WAGE (3) stands for that of technicians.

WAGE (4)stands for that of operators.

WAGE (5)stands for that of others.

SIZE stands for the size of company in terms of employees.

CONTREV stands for the ratio of subcontracting revenue to total revenue.

〝0" indicates that foreign companies have a higher average than local ones.

''x" indicates that Io¢al companies have a higher average than foreign ones.

]

*** represents the statistica一significance at one percent leveI.
** represents the statistical signiGcance at five percent 一eve一.
* represents the statistical significance at ten percent level



丁abーe6Comparis○n○fF○reignandDomesticFirmSbySectorfortheYearof1986

PEROUTPERVALKLWAGE(り
F○9d

Textif○

Gam○nt

×

○

× **

○

○

×

*

*

***

○

○***

○

○***

○**

○

○

* ○

○
○

○

**

**

○

○

*

**

EX

×

×

PR

***

S

×

○

ⅠZE

**

CON

○

×

TRE∨

Le*her

_YV○○dpr○d.FurTli山

○

×

NA

○

×

○

○

○

○

*** ×

×

○ × ○
○
×

*** ○

○

*** ○

×
× ○ ○ ○ ** ○ N.Ar○

Paer

Printing8

×

NA

○

NA

○

NA

○
NA

** × ○ ○

●■

×
.A.
○

N.A.

○
N.A.

N.A.

Ch○micaJ8 ○ ***

●●

○ ** ○ * ○

N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A.

0廿l○rChem ○ ** ○ *** ○ ***

*** ○ ** ○ *** × ○ ** ○ ○ ○

Petroleurn NA NA NA

○

NA

*** ○ *** ○ * ○ ** ○ *** × × ○

Rubb○rpr○d.

Pー

○

○

○ ○ ○ ** ○ I × × ○ ×

N.A.

○

N.A.

NA
a8tlCPr○d.

g○n-m○taflic

Basicrnet■f8

○

×

○

○

○

** ○

○

○

*** ○

○

***

**

○

○

○ × OL × *
･○ ○

× ○ ○ ○ * ○ * N.A.

Metalpr○d × ○ * ○ **

○ ** ○ ○ × ○ × × × I

Machinery

EI○ctr○nic8

×

× **

○

○

* ○

○ ***

○

○

***

*

○

○

*** ○ ○ ** ○ *** × * ○ ** ○
○ ○ ** ○ * ○ ○ *** N.A.

Transport ○ E= ○ *** ○ ***

○ *** ○ * × × ○ * ○ *** ○ *** ×

PreciSi○n × × ○

○

○

***

***

○

○

***

***

× ○ ○ × *** ○ ** ×

9th○rrniSc

S○ur¢○:th

×

or'S alculat

×

○n.

○ ○ *** ○ ** ○ × ○ ○
○

○

**

***

○

○

Note: See TabJe 5.

EXPR stands for the Share of export ;n total revenue.



Table7CompariSonofF○reignandDorTleSticFirmSbySectorfortheYearof1991

PERO∪TPRA

F○○d × ○ ○ ○ *** ○ * ○ ○ * ○ ○

EX PR SⅠZE CON 丁堅∨

Textile × ○ ○ ○ ○ ○ * ○ ○ ○

×

○

× ×

Garrnent × × × ○ ○ ○ ○ N.A. ○ ×

○

○

×

×

**

eaer

●●●●●● N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. NA

一■

NA NA NA

■■

NA

N.A, N.A.

Furn托ure × × ○ ○ *** ○ ○ * ○ ○ * ×

■●

○ ***

N.A. N.A.

Paper ○ ○ × ○ N.A. N.A ○ NA ○ ○

○ N.A.

Printings N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. NA NA NA NA

×

N

* ×

ChemicaI8 ○ ** ○ ** ○ ○ *** ○ ○ ○ × ○ ** ○
.A.
○

N.A.

×
○r¢○m. 【=】 ** ** *** *** * ** ***

P○tr○l○um N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. N.A. NA NA NA NA NA

×

Rubb○rpr○d. ○ ○ ○ * ○ ** ○ ○ ○ × ○ * × ○

N.A.

Pl■8ticpr○d. × ○ ** ○ ○ ** ○ *** ○ * × ○ ○ *** ○ ○

N.A.

N○n-rneta"ic ○ ○ ○ ○ ** ○ ○ ○ ** ○ ○ ** ○ ○

N.A.

Ba8icrnetal8 ○ ○ ○ ○ × × ** ○ ○ ○ ○ ○

×

Metalpr○d. ○ ○ ○ * ○ ** ○ ○ ○ ○ ○ ** ○ ○

×

Machinery ○ ○ ○ ○ *** ○ ○ *** ○ × ○ ○ ○ **

○

Electr○nicS × ○ ○ ** ○ *** ○ ** ○ *** ○ ** ○ * ○ ** ○ *** ○ ***

N.A.

Transport ○ ○ * ○■ * ○ * ○ × ○ ○ ** ○ × ○

○

×
PreciSi○n ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ *** ○ ** N
OthermiSc. ○ ○ ○ ○ *** ○ ○ ○ ** ○ ** ○ ○ *** ○ *

.A.
○ *

Source:theauth○r'Scalculation.

Noto: Soo Tablo 5.

EXPR stands for the Share of export in total revenue.

WAGE(6) stands for the averago wage rate of sales-persons.



Table8Com..

PE ROUT PERVAL KL
ectorf

WAGE仰
ortheYearof 1996

F○○d

TextiJe

○

×
○

○
面
Cj-

○

○~

***

WA

○

GEE E

○

XPR ら

×

ⅠZE CONTREV

×
Garment

Leagler

×

○

*** ×

○

×

×

×

○

** ○

○
○

○

** ○

○ *

×*

○
W○glpr○d.

Fug昨ure

N.A.

N.A.

N.A.

N.A

○

N.A.
N.A.

NA

丙.A. N.A.

×

N.A.
×**

NA
Pa○r- ○ ○ *

●●

○
N.A.

○
N.A.

○
N.A. N.A.

■■

N.A.
PrintingS N.A. NA NA

*** × ○ NA
CherTll'CaJ8 ○

■●

○ *** 壱●***
N.A. N.A. N.A. ij.A. N.A.

Otherchern. `○ ○ ** ○
○

○

*** ○ * ○ O ×*
P○廿○ー○um N.A. N.A. NA

き** ○ ○ N.A.

Rubb○rprd.

PhS軸pr○d.

○

○
○

■■

○
N.A.

○ ** _N.A.~~○ *

N.A.

×
N.A. N.A.

* ○ ** 0- **
× ×

Non-rnetafJic

Ba$llcmetaJS

×

○
○

○
0

○ *

○

○

***

***

○

Q
筆* ○

×

* ○

_×

×*

N.A.

Meg)Jpr○d. ○ ○ ○
○

○

***

***

○

C5
○ ○ ×

Machinery

EJ○c身○nic8

○

×
○

○

** ○

○~ ***
○ *** c)

**

I

○

○
○

o **

○

×*
TranSort ○ *** ○ *** ○ ***

○ *** ○ *** ○ *** ○ *** ×
Precj8ion

OthermjSc.

×

○

×

○
×

○

○

○

○

**

*

***

○

~○

*** ×

___○

***

**

○

面
*i
*

×**

×
Source:theauthor'8C

Notes:seeTah(e5.
ulatio

*** ***
** ○

EXPR stands for the Share of export in total revenue.
WAGEW stands for the average wage rate of whl･le-co"ar workers.
WAGED Stands for the average wage rate 0f blue-coJ far workers.



Table9ForeignShareSoftheNumber○fEStab(Sihments,Output.ExportandErTIPfoyment(%)
1981198619911996 1981198619911996 198619911996 1981198619911996
NumberofEstabfishment TotaIRevenue ExpLort Tota[Employment

F○○d 5.87.67.95.7 ー0.37.14.97.4 3.13.29.6 22.85.35.44.1

Textile 7.35.33.93.0 35.ー1ー.84.89.9 5.14.05.1 28.79.85.911.0
Garment 10.88.46.36.2 18.815.56.311.8 9.26.38.0 21.620.08.916.7

Leather 12.5ー1.25.46.2 13.214.230.19.3 10.86.63.9 23.514.44ー.06.5

Woodprod. 4.53.42.6ー.5 1.0ー0.5ー.57.7 6.83.92.0 0.6ー5.5ー.28.5
Fumitur○ 40.04.47.33.1 6ー.8ー9.2ー2.69.1 4.512.92.9 49.3ー5.924.08.3

Paper 8.57.45.66.2 3.9ー1.12.41ー.4 23.77.34.6 6.7ーー.12.38.2

PrintingS 0.04.8ー0.54.7 0.0ー0.49.36.4 3.625.726.5 0.08.19.76.9
ChernicaIS ー4.326.121.1ー8.6 50.248.445.932.1 26.429.2ー9.2 62.ー49.542.823.9
Oth○r¢h○m. 30.023.628.317.ー 30.228.ー32.820.5 19.526.321.5 23.823.427.118.9

Petroleum 0.033.37.7ー4.3 0.0ー.773.0ー.4 88.ー0.015.3 0.00.226.62.5

Rubb○rpr○d. 0.014.8ーー.9ー0.6 0.026.630.510.6 ll.69.39.5 0.023.517.97.8

PIa8tjcpr○d. 7.05.26.96.6 75.410.39.555.2 4.38.6ー0.I 46.27.19.340.5

Nan-meta]Iic 16.77.68.55.0 64.923.534.84.0 26.315.2ー3.3 42.22ー.227.24.7

BaSicmetalS 7.34.24.13.6 5.029.63.04.7 3.412.23.6 7.627.54.52.7

Metalprod. ー7.110.0ー0.46.0 10.1ー8.019.79.4 7.311.87.4 ー0.5ー6.418.58.0

Machinery 4.2ー2.9ー1.08.3 15.832.623.52ー.9 ー5.3ー2.09.9 1ー.829.124.222.3

Ele¢tronicS 35.626,121.617.9 62.556.045.323.6 3ー.427.720.8 6ー.155.ー42.626.2

Transport ー7.4ー2.48.313.0 16.446.730.B56.4 3.53.85.9 27.425.ー19.434.2

Pr○¢iSion 33.3-25.8ー5.514.4 22.948.824.943.4 30.321.120.2 28.842.426.443.5
0`th○rmi8¢. ー2.5ー5.71ー.4ーー.4 9.727.029.125.3 ー¢.115.115.8 ー4.326.520.726.8

Total 13.4ー1.911.39.8 39.326.7~23.ー2ー.0 ー2.8ー3.9ー3.0 33.225.722.419.3

Source:theauthor'Scafculation.
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Tab一e 10 Foreign Share of Expenditures on R良D, Technical Cooperation and
HumanReSourceDeveJopment(%)
R&DExpenditure TechnicalCooperation HumanResourceDev

1986ー99ーー996 ●;●…●●● ●;●…●●●

F○○d 5.51.31.0 25.414.873.4 5.90.81.3

TextjJe ー0.60.420.6 17.20.031.6 3.30.53.5

Garment 24.90,0ー2.2 99.40.00.0 54.10.0.ー4.9

Leather 18.528.ー0.0 42.30.00.0 8.90.045.3

W○○dpr○d. 4ー.80.00.0 0.ON.A.0.0 39.80.00.0
Furn托ure 7.724.14.7 N.A.0.00.0 45.12.626.7
Paper 5.46.912.5 64.20.081.9 16.70.025.8

PrintingS 24.10.00.0 0.00.00.0 1.60.00.0

Ch○mi¢aIS 36.ー31.376.4 75.723.97.6 38.516.533.6

Oth○r¢h○m. 22.421.812.9 73.087.817.4 41.934.446.1

P○tr○l○um 0.00.00.0 100.ON.A.100.0 1.20.0ー.2

Rubb○rpr○d. 55.31ー.18.9 9ー.96.60.0 56.750.930.8

PlaSticprod. 9.93.376.8 3.70.496.5 1ー.1ー1.ー46.I

N○n-meta川c 24.538.67.0 85.796.0.3.5 31.044.82.9

BaSicmetafS 35.70.22.0 66.00.00.3 73.3ー.01.2

Metalprod. 29.228.56.9 30.088.423.3 40.617.12.1

Machinery 42.224.022.6 36.36.940.0 68.8ー2.ー33.0

EIectronicS 60.245.619.0 85.176.616.1 52.767.041.9

Transport 67.335.432.I 81.855.517.5 23.210.726.9

Pr○ci8i○n 62.330.544.2 94.725.710.9 86.029.372.8

Othirmi8C. 62.512.721.0 71.767.982.4 19.29.7柑.6

Total 37.827.428.9 76.454.818.2 3ー.021.728.5

Source: the author's ca)cu[ation.
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